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第１章 計画の概要  
１ 障がい者施策をめぐる現状と計画策定の趣旨 
（１）障がい者施策の動向 

○近年、国では、障害者権利条約の採択（平成 18年 12月）と発効（平成 20年５月）を受け、

その後も条約の締結に必要な国内法の整備をはじめとする障がい者に係る制度の集中的な改革

に取り組む中で、平成 23年には「障害者基本法」の改正、平成 24年には障害者自立支援法に

代わる「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支

援法」と称する）」の制定を行いました。 

○平成 29年度には、障害者基本法に基づき国が策定する障がい者施策に関する基本計画が見直さ

れ、平成 30 年度から令和 4 年度までの概ね５年を計画期間とする「障害者基本計画（第４次

計画）」が策定されました。 

○平成 30年４月からは、障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正により、新たな福祉サービ

スの創設など支援が拡充されました。 

○障がい者の人権に関しては、平成 23年の「障害者虐待防止法」に続き、平成 25年には改正障

害者基本法第４条の「差別の禁止」の基本原則を具体化し、障がいを理由とする差別の解消を推

進することを目的とした「障害者差別解消法」が制定されました。 

○障がい者の雇用については、昭和 35年に制定された「身体障害者雇用促進法」が、「障害者雇

用促進法」に変更され、雇用分野における差別の禁止と障がい者が職場で働くに当たっての支障

を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）や、法定雇用率の算定基礎に精神障がいのある

人を加える等の措置が講じられました。 

○障がい者の文化活動の推進については、障がい者による文化芸術活動を通じた障がい者の個性と

能力の発揮及び社会参加の促進を図ることを目的とした「障害者による文化芸術活動の推進に関

する法律」が、平成 30年 6月に公布、施行されました。 
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【 国の障害者基本計画（第 4次）の基本的考え方 】 

○基本理念 

「全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、 

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」 

○基本原則 

①地域社会における共生等   ②差別の禁止   ③国際的協調 

○各分野に共通する視点 

・施策の横断的視点として、障がい者の自己決定の尊重を明記 

①障害者権利条約の理念の尊重及び整合性の確保 

②社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティ※の向上 

③当事者本位の総合的かつ分野横断的な支援 

④障がい特性等に配慮したきめ細かい支援 

⑤性別、年齢による複合的困難に配慮したきめ細かい支援 

⑥PDCAサイクル等を通じた実効性のある取組の推進 

※アクセシビリティ： 

年齢や障がいの有無に関係なく、誰でも必要とする情報に簡単にたどり着け、利用できること。 

 

 

（２）矢巾町における計画の策定 

○本町では、平成 30年３月に策定した「第５期矢巾町障がい者プラン及び障がい福祉計画」の計

画期間が令和 3年 3月で終了します。従来の計画内容を見直し、新たな「第６期矢巾町障がい

者プラン及び障がい福祉計画」及び「第２期矢巾町障がい児福祉計画」を一体的に策定します。 

○障害者総合支援法、児童福祉法の改正内容を踏まえた上で、国の「障害者基本計画（第 4次）」

や県の計画を基本とし、新たな計画を策定します。 

○今般の新型コロナウイルス感染症拡大により、障がい者や障がい児等を取り巻く状況は変化して

おり、感染症対策を踏まえた、誰もが安心して生活を送れるような施策も求められています。 

○本町におけるこれまでの取り組みの成果や課題を踏まえ、障がい福祉施策全般を見直し、町が今

後新たに取り組む施策・事業等の方針を示すものです。          
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２ 計画の位置づけ  
（１）計画の性格・位置づけ 

本町が障がい者施策について策定する計画は、「①障がい者計画」、「②障がい福祉計画」、「③障

がい児福祉計画」の３つがあります。それぞれの計画の根拠法令、性格、内容は以下のとおりです。 

 

○障がい者計画と障がい福祉計画の内容等 

  ①障がい者計画 ②障がい福祉計画 ③障がい児福祉計画 

根 拠 法 令 
障害者基本法第 11 条第３

項 

障害者総合支援法第 88 条

第１項 
児童福祉法第 33条の 20 

計画の性格 

障がい者施策全般の基本的

指針を定める中長期的視点

からの分野横断的な総合計

画 

障がい者施策の中のサービ

ス提供等についての具体的

な実施計画 

障がい児施策の中のサー

ビス提供等についての具

体的な実施計画 

計画の内容 

保健、医療、福祉、雇用、

教育、就労、啓発・広報な

ど障がい者に関するあらゆ

る分野の施策について定め

るもの 

障がい福祉サービスや地域

生活支援事業の種類ごとの

必要量の見込み、見込量の

確保の方策、人材の養成等

について定めるもの 

障がい児福祉サービスや

地域生活支援事業の種類

ごとの必要量の見込、見

込量の確保の方策等につ

いて定めるもの 
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（２）上位計画・他計画との関連 

計画の策定にあたっては、第７次矢巾町総合計画 後期基本計画（令和 2年度～令和 5年度）

といった上位計画及び、保健・福祉分野をはじめとした各種分野の計画との整合性を図ってまいり

ます。 

第７次矢巾町総合計画後期基本計画では、基本理念、町の将来像、まちづくりの方針を以下のと

おり定めています。 

○計画の基本理念（目指すべき姿）  

「希望と誇りと活力にあふれ 躍動するまち やはば」  

○町の将来像 

「将来を担うひとの創造、将来に誇れるまちの創成、将来の活力につながるしごとの創出、将来 

にわたり躍動する力の創生」 

○まちづくりの方針 

 「第１章 健やかな生活を守るまちづくり」を掲げ、「第 6項 障がい者（児）の福祉の充実」 

    ・施策の方向 ①-1 障がいのある方の視点に立った自立支援の充実 

               誰もが障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら地域社会で共に暮らすことができるまちづくりを目指し、

相談体制の充実や理解促進のための啓発に取り組みます。 

           

 ①-2 バリアフリー化と交流・ふれあいの推進 

               町内のバリアフリー化に努めるとともに、障がい者（児）への理解の促進を

図るため、住民との交流活動やふれあいの機会の拡充を図ります。 

     

・まちづくりの指標 障がいのある人への理解が深まってきていると思う人の割合 

               現状値（令和元年度）39.2％ → 目標値（令和 5年度）42％ 

     

・SDGｓ（持続可能な開発目標）への対応 

             

すべての人に健康と福祉を  人や国の不平等をなくそう   住み続けられるまちづくりを 

      

★SDGｓ（持続可能な開発目標） 

       Sustainable、Developmentの頭文字「S」「D」と Goalsの略「Gs」を合わせた略称。 

       SDGsは、2015年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」に

記載がある、2030年までに持続可能でより良い世界を目指す国際指標です。 
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○矢巾町障がい者プラン等と各種計画との関連 

  

 

 

 

 

 

 

 

〇関連する各種計画 
   ・第７次矢巾町総合計画（後期基本計画） 
   ・矢巾町地域防災計画 
   ・矢巾町住生活基本計画 矢巾町住宅マスタープラン 
   ・第 2期矢巾町地域福祉計画 
   ・矢巾町高齢者福祉計画・第 8期介護保険事業計画 
   ・第 2期矢巾町子ども・子育て支援事業計画 
   ・健康やはば 21（第 2次） 
   ・矢巾町スポーツ推進計画 
   ・第 2期矢巾町地域福祉活動計画（社会福祉協議会） 
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（３）計画の対象 

本計画の主たる対象は、障害者基本法第２条、障害者総合支援法第４条に規定する「障害者」及

び「障害児」とします。 

 

【障害者基本法】 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

１ 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障

害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相

当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

 

【障害者総合支援法】 

第４条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第四条 に規定する身体障害者、知的障害

者福祉法 にいう知的障害者のうち十八歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

第五条 に規定する精神障害者（発達障害者支援法 （平成十六年法律第百六十七号）第二条第二項に規

定する発達障害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者」という。）の

うち十八歳以上である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定め

るものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者であって十八歳以上であるものをいう。 

２ この法律において「障害児」とは、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児をいう。 

 

 
 

具体的には、身体障がい、知的障がい、精神障がいに加えて、難病（国の指定する特定疾患医療

給付対象者）、高次脳機能障がい、自閉症スペクトラム障がい※１、ＬＤ（学習障がい）※2、ＡＤＨ

Ｄ（注意欠陥・多動性障がい）※3などの疾病や障がいのある方です。 

また、障がいのない方についても、障がいや障がい者に対する理解を促進する対象となることか

ら、広義では本計画の対象に含まれると考えます。  
最新の DSM‐5（精神疾患や発達障がいの世界的な診断基準「精神疾患の診断・統計マニュアル第 5版」）では、

発達障がいの種類は 7つに分けられ、代表的なものとして自閉症スペクトラム障がい※１、ＬＤ（学習障がい）※2、

ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障がい）※3があります。 

 

※１【自閉症スぺクトラム障がい】 

ASD:自閉症、アスペルガー症候群、広汎性発達障がいが統合されてできた診断名です。 

自閉症は、「対人関係の障がい」、「コミュニケーションの障がい」、「限定した常同的な興味、行動及

び活動」の３つの特徴を持つ障がいで、３歳までに何らかの症状が見られます。 

アスペルガー症候群は、言葉の発達の遅れを伴わないもので、知的発達の遅れも有しないタイプの自 

閉症のことです。特定分野において極めて高い能力や知識を持つことも多いと言われています。 

※２【LD（学習障がい）】 

学習障がいとは、基本的には全般的な知的発達に遅れはありませんが、聞く、話す、 読む、書く、

計算する又は推論する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示す障がいです。 

※３【ADHD（注意欠陥多動性障がい）】 

気が散りやすい・忘れっぽい・些細なミスをする・考えずに行動する・落ち着きがないなど、年齢

相応に不釣合いな、不注意・衝動性・多動性の症状がみられる障がいです。 
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３ 計画期間  
障がい者計画、障がい福祉計画、障がい児福祉計画いずれも、令和３年度を初年度とし、令和５年

度を目標年度とします。 

なお、今後の社会情勢や障がいのある人を取り巻く環境の変化に対応するため、必要に応じて内容

の見直しを行います。 

 

○障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画の計画期間 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 Ｒ4 Ｒ5 

矢巾町 

障がい者 

プラン 

               

矢巾町 

障がい福祉

計画 

               

矢巾町 

障がい児 

福祉計画 

               

※国の動向 

               

国の計画 

               

  
第３次障害者基本計画 

（H25年度～29年度） 

第２次障害者基本計画 

（H15年度～24年度） 

障害者総合支援法 施行 
（障害者自立支援法） 

障害者基本法 改正 障害者差別解消法 制定 

第４期 

第４期 

第４次障害者基本計画 

（H30年度～Ｒ4年度） 

障害者総合支援法 改正 

児童福祉法 改正 

第２期（本計画） 

第６期（本計画） 

第６期（本計画） 

第５期 

第５期 

第１期 

第３期 

第３期 第２期 

第２期 
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４ 計画の策定体制 
 

（１）計画策定委員会等の設置 

■矢巾町障害者自立支援協議会 

計画の策定にあたり、障がい者団体、保健・福祉・医療関係者、学識経験者、民生児童委員・

主任児童委員、障がい者基幹相談支援センター、関係行政機関及び庁内の関係各課の職員等によ

り構成する「矢巾町障害者自立支援協議会」を計画策定委員会と位置づけ、事務局（福祉課）が

作業部会の検討を経て作成した計画案についてご審議いただき、最終的な計画内容を決定しまし

た。 

■矢巾町障害者自立支援協議会作業部会 

計画の策定にあたり、障害者自立支援協議会のもと、サービス事業者等の障がい福祉関係者、

教育・保育関係者等で構成する「障害者自立支援協議会作業部会」を設置しました。 

計画案は、福祉課が中心になり庁内の関係課と連携のもと作成し、作業部会でその内容を検討

しました。  
（２）アンケート調査の実施 

障がい者の日常生活の状況、障がい福祉施策に関する意見等の把握を目的にアンケート調査を実

施し、計画案の作成にあたっては調査結果の反映を図りました。 

調査対象は、令和２年８月１日現在、町内在住の各種障害者手帳所持者、自立支援医療（精神通

院）受給者、福祉サービス利用者とし、今回、新たに前者を除く一般住民を対象として実施しまし

た。なお、無作為抽出により 1,５00名に対して配布しました。 

■調査対象と調査時期 

区分 調査対象 対象者数 

①障がい者調査 

身体障害者手帳の所持者（療育手帳・精神障
害者保健福祉手帳の所持者含） 

719 人 

療育手帳の所持者（精神精神障害者保健福祉

手帳の所持者含） 
113 人 

精神障害者保健福祉手帳の所持者 123 人 

自立支援医療（精神通院）受給者 175 人 

計 1,130 人 

②障がい児調査 18歳未満の障がい児福祉サービス利用者 70 人 

③一般調査 ①、②以外の16歳以上65歳以下の町民 300 人 

■配布・回収の結果 

配布数 
①配布数 

 

②回収数 

【回収率】 

③無効回答数 

（※） 

④有効回答数 

【有効回答率】 

①障がい者調査 1,130件 
651件 

【57.6％】 
1件 

650件 

【57.5％】 

②障がい児調査 70件 
36件 

【51.4％】 
0件 

36件 

【51.4％】 

③一般調査 300件 
120件 

【40.0％】 
0件 

120件 

【40.0％】  
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第２章 矢巾町の障がい者を取り巻く現状  
１ 人口と世帯数  
本町の人口は増減を繰り返していますが、概ね横ばいの傾向にあります。 

世帯数は増加し続けており、対照的に１世帯当たりの人員数は減少を続けています。  
●人口と世帯数の推移  

 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

総人口 27,134人 27,293人 27,256人 27,273人 27,227人 

  

男性 13,006人 13,076人 13,018人 13,029人 13,034人 

女性 14,128人 14,217人 14,238人 14,244人 14,193人 

世帯数 9,944世帯 10,131世帯 10,225世帯 10,478世帯 10,711世帯 

１世帯当たりの人員数 2.729人 2.694人 2.666人 2.603人 2.542人 

各年３月 31日現在 資料：矢巾町 町民環境課 住民基本台帳  
 

各年３月 31日現在 資料：矢巾町 町民環境課 住民基本台帳  
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２ 障がい者数の推移  
（１）障がい者（身体・知的・精神）数の推移 

本町の障がい者手帳所持者は、増加傾向で推移しています。 

障がい種別にみると、身体障がい者及び知的障がい者は増加傾向にあり、精神障がい者は横ばい

で推移しています。 

 

●障がい者数の推移（手帳所持者） 
（単位：人） 

 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

身体障がい者 

（身体障害者手帳所持者） 867 883 887 901 918 

知的障がい者 

（療育手帳所持者） 214 223 225 238 240 

精神障がい者 

（精神障害者保健福祉手帳所持者） 178 192 177 184 182 

合  計 1,259 1,298 1,289 1,323 1,340 

各年３月 31日現在 資料：矢巾町 福祉課  
各年３月 31日現在 資料：矢巾町 福祉課  
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（２）身体障がい者の状況 

本町の身体障がい者数は増加傾向で推移しています。 

障がい種別にみると、いずれの年においても肢体不自由が最も多いほか、内部障がい・免疫障が

い、聴覚・平衡機能障がいが増加傾向にあります。 

 

●身体障害者手帳所持者の推移（障がい種別） 
（単位：人） 

 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

視覚障がい 45 46 45 44 45 

聴覚・平衡機能障がい 52 54 53 55 58 

音声・言語・咀嚼機能障がい 4 4 5 5 4 

肢体不自由 517 523 518 521 517 

内部障がい・免疫障がい 249 256 266 276 294 

計 867 883 887 901 918 

各年３月 31日現在 資料：矢巾町 福祉課 

 

 

また、令和２年３月 31日現在、各障がい種別ともに重度に該当する１級又は２級が多く、障が

い種別と等級の関係をみると、内部障がいに至っては１級の割合が６割以上となっています。 

 

●障がい種別と等級の状況 
（単位：人） 

 1級 2級 3級 4級 5級 6級 計 

視覚障がい 14 16 3 3 1 8 45 

聴覚・平衡機能障がい  15 6 12 2 23 58 

音声・言語・咀嚼機能障がい   3 1   4 

肢体不自由 127 116 85 117 43 29 517 

内部障がい・免疫障がい 197 2 27 68   294 

計 338 149 124 201 46 60 918 

令和２年３月 31日現在 資料：矢巾町 福祉課 

 

 



第１編 総論 

第２章 矢巾町の障がい者を取り巻く現状 
- 14 - 

     

（３）知的障がい者の状況 

本町の療育手帳所持者数は増加傾向で推移しています。 

障がい程度別にみると、Ａ（重度）は横ばい、Ｂ（中軽度）は増加傾向で推移しています。 

      

●療育手帳所持者数の推移 （単位：人） 

 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

Ａ 

（重度） 

18歳未満 20 22 20 17 19 

18歳以上 66 64 67 71 70 

計 86 86 87 88 89 

Ｂ 

（中軽度） 

18歳未満 29 33 27 32 29 

18歳以上 99 104 111 118 122 

計 128 137 138 150 151 

合 計 

18歳未満 49 55 47 49 48 

18歳以上 165 168 178 189 192 

計 214 223 225 238 240 

各年３月 31日現在 資料：矢巾町 福祉課 

    

 

年齢別にみると、18 歳以上の障がい者の人数が増加傾向で推移しています。令和２年の 18

歳以上の障がい者は 192人で療育手帳所持者全体の８割を占めています。 

 

●年齢別療育手帳所持者数の推移   
各年３月 31日現在 資料：矢巾町 福祉課  
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（４）精神障がい者の状況 

本町の精神障害者保健福祉手帳所持者数は横ばいで推移しています。障がい程度別では、１級（重

度）と２級（中度）が多くを占めています。 

 

●精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 
（単位：人） 

 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

１級（重度） 74 76 54 55 50 

２級（中度） 73 81 98 103 103 

３級（軽度） 31 35 25 26 29 

合 計 178 192 177 184 182 

各年３月 31日現在 資料：矢巾町 福祉課 

 

 

また、本町の精神障がいによる入院者数、公費負担申請者（精神通院医療受給者）の推移をみる

と、公費負担申請者が多くを占め、増加傾向にあることが分かります。 

 

●精神障がいによる入院者数・公費負担申請者数（精神通院医療受給者）の推移 

（単位：人） 

 平成 28年 平成 29年 平成 30年 平成 31年 令和 2年 

措置入院者 0 0 0 0 0 

医療保護入院者 9 16 20 17 15 

公費負担申請者 

（精神通院医療） 
345 363 373 390 399 

計 354 379 393 407 414 

各年３月 31日現在  資料：岩手県 県央保健所  
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（５）その他の障がい者の状況  
① 難病患者 

本町における特定疾患医療給付受給者数は 173人です。 

 

●特定医療（指定難病）受給者数 （単位：人） 

疾患名 患者数 疾患名 患者数 

免疫疾患・膠原病 21 視覚系疾患 1 

神経・筋疾患 67 循環器系疾患 4 

スモン 0 内分泌系疾患 4 

血液疾患 9 代謝系疾患 1 

呼吸器系疾患 8 聴覚平衡機能系 0 

消化器系疾患 27 腎泌尿器系 7 

皮膚・結合組織系 12 
染色体または遺伝子に変化を

伴う症候群 
1 

骨・関節系疾患 11 耳鼻科系疾患 0 

合 計 173 

令和２年３月 31日現在 資料：岩手県 県央保健所 
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②その他の疾病・障がいについて 

「発達障害者支援法」で、発達障がいとは、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発

達障がい※1、学習障がい、注意欠陥多動性障がいその他これに類する脳機能の障がいであって

その症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定めるもの」とされています。 

自閉症の発症率は、千人に１人から２人程度と考えられていましたが、知的障がいを伴わない

高機能自閉症※2 の概念等が普及するにつれ、発症率がさらに高くなることが想定されてきてい

ます。 

また、ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）の発症率は、平成 23年度に

文部科学省が実施した実態調査によれば、6.5％といった結果が出されています。 

しかし、発達障がい児・者数は、成人期までを含めた調査資料がないことから、現状で正確な

人数の把握はできていません。 

高次脳機能障がいは、頭部外傷や脳血管疾患等による脳の損傷の後遺症として、新しい出来事

が覚えられないといった「記憶障がい」や人に指示してもらわないと何もできない「遂行機能障

がい」などが生じ、これに起因して日常生活、社会生活への適応が困難になる障がいです。障が

いの特性として、本人や家族など周囲の人も気づきにくく、実態把握が困難な状況にあります。 

国や県と同様、本町でも自閉症、アスペルガー症候群、ＬＤ、ＡＤＨＤ、高次脳機能障がいな

どの障がいのある方の人数は正確には把握できておりませんが、障がいをお持ちの方が一定程度

存在することが想定されます。  
 

※1【広汎性発達障がい】 

自閉症、アスペルガー症候群のほか、レット障がい、小児期崩壊性障がい、特定不能の広汎性発

達障がいを含む総称です。  
※2【高機能自閉症】 

対人関係を作ることが困難・言葉の発達の遅れ・興味や関心が狭く特定のものにこだわるといっ

た特徴を有する障がいである自閉症のうち、知的発達の遅れを伴わないタイプの自閉症のことです。 
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３ 障がい者の就学、就業状況  
（１）障がい児の就学状況  
①小中学校 

本町の小中学校における特別支援学級在籍児童生徒は、小学校では９学級 31人、中学校では    

４学級 1５人となっています。 

 

●本町小中学校におけるの障がい児の在学状況  

  小学校 中学校 計 

在籍児童生徒数 31人 15人 46人 

学 級 数 9学級 4学級 13学級 

令和２年５月１日現在 資料：矢巾町教育委員会  
②特別支援学校 

本町の特別支援学校在籍児童生徒は、幼稚部が 0人、小学部が 1３人、中学部が 5人、高等

部が 10人の計 28人となっています。 

 

●本町の障がい児の特別支援学校在学状況  

幼稚部 小学部 中学部 高等部 計 

0人  13人  5人  10人  28人  

令和２年５月１日現在 資料：矢巾町教育委員会 

 

また、各特別支援学校への就学状況は次のとおりです。 

 

●特別支援学校の就学状況  

県立盛岡となん支援学校 小学部 4人、中学部 2人、高等部 1人 7人 

岩手大学教育学部附属特別支援学校 小学部 2人、中学部 2人、高等部 3人 7人 

県立盛岡みたけ支援学校 小学部 1人、高等部 1人 2人 

県立盛岡視覚支援学校 高等部 1人 1人 

県立盛岡ひがし支援学校 小学部 6人、中学部 1人 7人 

県立盛岡聴覚支援学校 高等部 1人 1人 

県立盛岡峰南高等支援学校 高等部 3人 3人 

県立盛岡青松支援学校  0人 

計 28人 

令和２年５月１日現在 資料：矢巾町教育委員会 
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（２）障がい者の就業状況 

アンケート調査で就労状況について尋ねたところ、現在仕事を「している」割合は、全体では

32.9％となっています。 

障がい別に仕事を「している」割合をみると、身体障害者手帳所持者では 26.1％、療育手帳所

持者では 51.0％、精神障害者保健福祉手帳所持者では 39.7％と、療育手帳所持者の就労割合が

相対的に高くなっています。 

○現在仕事をしているか  

 

 資料：障がい福祉に関するアンケート調査 

さらに、「就労している」と回答した人の就労形態・場所をみると、全体では「臨時職員・パー

ト・アルバイトなど」が 28.0％で最も多くなっています。 

障がい別にみると、身体障害者手帳所持者では「正社員・正職員」、「臨時職員・パート・アルバ

イトなど」、療育手帳所持者では「就労継続支援事業所など（通所）」、精神障害者保健福祉手帳所

持者では「臨時職員・パート・アルバイト」がそれぞれ最も多くなっています。 

○就労形態・場所  

 資料：障がい福祉に関するアンケート調査 
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（３）管内の障がい者の雇用状況 

盛岡公共職業安定所管内に本社を置く企業のうち、障がい者の実雇用率 2.２％の法定雇用率が

適用される一般の民間企業（常用労働者数 50人以上規模の企業）は令和２年で 428社あり、そ

のうちの 45.3％の企業が法定雇用率を達成しています。また、障がい者の実雇用率については

2.17％で、国の水準を上回っています。 

管内の障がい者雇用状況の推移をみると、法定雇用率達成企業の割合、障がい者雇用数はともに

横ばいの状況にあります。 

また、令和３年３月１日から、障がい者の法定雇用率の引き上げが決まっており、民間企業にお

いては 2.2％から 2.3％へと引き上げられ、さらに多くの障がい者の雇用が求められています。 

 

○企業における障がい者雇用状況 

  平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 令和 2年 

企 業 数 382社 388社 417社 426社 428社 

法定雇用算定基礎労働者数 68,705人 69,311人 71,491人 72,513人 73,085人 

障がい者雇用数 1,341.5人 1,466.5人 1,498.5人 1,582.5人 1587.5人 

実雇用率 1.95% 2.12% 2.10% 2.18% 2.17% 

※参考：全国平均 1.92% 1.97% 2.05% 2.11% 2.15% 

法定雇用率達成企業の割合 50.5% 50.3% 45.3% 46.7% 45.3% 

※参考：全国平均 48.8% 50.0% 45.9% 48.0% 48.6% 

各年６月１日現在 資料：盛岡公共職業安定所 

 

※１ 法定雇用算定基礎労働者数とは、常用労働者総数から除外率相当数を除いた法定雇用障がい者数の算定の基礎とな

る労働者数である。 

※２ 重度身体障がい者又は重度知的障がい者（短時間労働者以外）については、その１人の雇用をもって、２人の身体

障がい者又は知的障がい者を雇用しているものとしてカウントされる。 

※３ 重度身体障がい者又は重度知的障がい者である短時間労働者（１週間の所定労働時間が 20時間以上 30時間未満の

労働者）である場合は１人分としてカウント、常用労働者及び障がい者が短時間労働者の場合は 0.5人分としてカ

ウントされる。  
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４ アンケート調査にみる障がい者支援の現状と課題   
（１）重要と思う障がい者施策について 

① 障がい者自身が重要と思う障がい者施策 

現時点で重要と思われる障がい者施策について、障がい別にみると、身体障害者手帳所持者では

「年金などの所得保障の充実」、療育手帳所持者では「グループホーム・福祉ホームなどの生活の

場の確保」、「年金などの所得保障の充実」、精神障害者保健福祉手帳所持者では「年金などの所得

保障の充実」、「福祉・保健・医療などの総合相談体制の充実」がそれぞれ多く挙げられています。 

●現時点で重要と思われる障がい者施策（○は５つ以内） 
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② 障がいのある子どもの保護者が重要と思う障がい者施策 

障がいのある子どもの保護者に、重要と思う障がい者施策を尋ねたところ、「障がい児に対する

教育・療育の充実」が50.0％で最も多く、「障がい者の雇用・就業の充実」、「障がい児（者）に対

する理解を深めるための啓発・広報活動や福祉教育の充実」、「福祉・保健・医療などの総合相談体

制の充実」、「就労継続支援事業所などの福祉的就労の場の充実」などが多く挙げられました。 

●現時点で重要と思われる障がい者施策（○は５つ以内） 

 
 

 

障がいがある人それぞれが重要と考える施策、必要とする施策の序列には、障がいの種類や年代によ

っても違いがみられます。そのため、展開する施策の分野ごとに主要な対象施策及び障がい者ごとの重

要な事業やサービスなどを考慮しながら、施策の展開、事業やサービスの実施につなげていく必要があ

ります。 
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③ 町民の方が重要と思う障がい者施策 

無作為に抽出した障害者手帳を所持していない16歳以上65歳以下の町民の方に、重要と思われ 

る障がい者施策を尋ねたところ、「福祉・保健・医療などの総合相談体制の充実」が最も多く、次 

いで「障がい者に対する理解を深めるための啓発・広報活動や福祉教育の充実」、「障がいの早期発 

見・早期治療や在宅医療・訪問看護などの保健・医療の充実」、「障がい者の雇用・就業の促進」、

「就労継続支援事業所などの福祉的就労の場の充実」などが多く挙げられました。 

●現時点で重要と思われる障がい者施策（○は５つ以内） 

 
 

本人が障がいを持っていない、あるいは家族内に障がいを持った人がいない人が感じている重要と考

える施策の傾向として、相談体制の充実、理解啓発の充実、保健・医療体制の充実、就労の場の充実な

どが挙げられていることから、町民の方が感じているこれらの重要施策についても考慮しながら、施策

の展開、事業やサービスの充実につなげていく必要があります。 
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（２）障がい者の生活支援・福祉サービス 

 

➀ 障がい者のサービスの利用意向 

障がい福祉サービス等の利用意向（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）は、「短

期入所」が最も多いほか、「療養介護」、「自立生活援助」、「施設入所支援」、「行動援護」などの

ニーズが比較的多くみられます。 

 
●障がい福祉サービス等の利用意向割合 

（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）  
 

また、地域生活支援事業等の利用意向（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）

は、「移動支援」及び「日常生活用具等の給付」が 2割以上から挙げられて最も多いほか、「権利

の保護・支援」「日中一時支援」などのニーズが比較的多くみられます。 

 
●地域生活支援事業等の利用意向割合 

（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）  
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➁ 障がい児のサービスの利用意向 

障がい福祉サービス等の利用意向（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）は、「児

童発達支援」が最も多く、次いで「医療型児童発達支援」、「放課後等デイサービス」、「福祉型障

害児入所施設」が約 2割から挙げられています。 

 

●障がい福祉サービス等の利用意向割合 

（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）  
 
 

また、地域生活支援事業等の利用意向（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）

は、「日中一時支援」が 3割と最も多く、次いで「移動支援」のニーズが多く見られます。 

 
●地域生活支援事業等の利用意向割合 

（「今は利用していないが今後は利用したい」の割合）  
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➂ 相談に関する困りごと 

相談に関する困りごとについては、全体の４割以上が「特に困ったことはない」と回答しまし

たが、「誰に相談していいかわからない」、「相談しても満足のいく回答が得られない」、「相談で

きる人がいない」なども相当数挙げられています。 

●相談について困ること（あてはまるものすべてに○）  
 

➃ 障がい児の保護者の相談に関する困りごと 

障がいのある子どもの保護者の相談に関する困りごととして、4 割以上が「相談しても満足い

く回答が得られない」を挙げており、以下、「特に困ったことはない」、「誰に相談していいかわか

らない」などが挙げられています。 

●相談について困ること（あてはまるものすべてに○）  
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➄ 障がい児の保護者の不安 

障がいのある子どもの保護者の不安として、「学校を卒業してからの進路」が 83.3％で最も多

く、以下、「自立した生活を送れるようになるか」、「安定した社会生活を送れるようになるか」な

どが特に多く挙げられています。 

 

●障がいのある自分の子どものことで不安に思っていること（あてはまるものすべてに○） 

 
 

 

障がい児も含め、障がいのある人が望む支援として、「相談」に関するサービス・事業の二―ズが高

いことがうかがえます。障がいのある人が、地域の中で安心して暮らしていけるよう、自立支援と日常

生活支援の基本となる相談支援の更なる充実を図る必要あります。 

年齢や障がいの状態によって希望するサービスは様々であることから、障がいのある人すべてが、そ

れぞれが必要とするサービスを利用できるよう、自立支援と日常生活支援のための体系的なサービス提

供基盤整備をさらに進めるとともに、サービスの質の向上を図っていくことが必要です。 

また、障がいのある子どもの将来を案じる保護者の不安をできる限り軽減していけるよう、子どもの

将来に向けて自立を支援するための取り組みが重要です。 
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（３）障がいの原因と障がい者の健康 

障がいの原因については、身体障害者手帳では「後天性疾病」、精神障害者保健福祉手帳所持者

では「後天性疾病」及び「先天性障がい」、療育手帳所持者は「先天性障がい」がそれぞれ最も多

くなっています。 

 

●障がいの原因は何ですか（あてはまるものすべてに○） 
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現在の生活で困っていることや不安に思っていることについては、全体では「自分の健康や体

力に自信がない」が最も多く挙げられています。 

 

●現在の生活で困っていることや不安に思っていること（あてはまるものすべてに○） 

 
 

 

障がいの原因となる病気を予防することをはじめ、障がいを早期に発見して早期治療やリハビリテ

ーションにつなげること、障がい者自身の健康づくりを支援することなどが求められます。 
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（４）障がいのある子どもの保育・教育 

通園・通学していると回答した人に、障がいのある子どもが学ぶための環境について望ましいと

思うことを尋ねたところ、「先生の理解を深め、子どもの能力や障がいの状態にあった指導をする

こと」、「まわりの子どもたちの理解を深めるような交流機会を増やすこと」が特に多く挙げられて

います。 

 

●障がいのある子どもが学ぶための環境について望ましいと思うこと（あてはまるものすべて○） 
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希望する進路については、「企業等で一般就労させたい」が 38.9％で最も多く、以下、「職員等

の指導員の支援を受けながら働くことのできる事業所で働かせたい」、「障がい者の雇用が多い事業

所で働かせたい」、「大学や専門学校等に進学させたい」などが多く挙げられています。 

 

●今後障がいのあるご本人に、どのような進路を希望しますか（あてはまるもの２つまでに○） 

 
 

障がいのある子ども一人ひとりが社会的に自立した生活を送ることができるよう、近隣の特別支援

学校と地域の保育園・幼稚園・学校が連携しながら保育・教育の充実を図り、障がいの状況や特性等

に応じた一人ひとりの能力や可能性を伸ばす教育の推進を図る必要があります。 
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（５）障がい者の就労と雇用 

障がいのある人が働くために必要な環境について、身体障害者手帳所持者、療育手帳及び精神障

害者保健福祉手帳所持者ともに「周囲が自分や障がいのことを理解してくれること」が最も多くな

っています。そのほか、身体障害者手帳及び療育手帳所持者は「障がいにあった仕事であること」、

精神障害者保健福祉手帳所持者は「勤務する時間や日数を調整できること」も多く挙げられていま

す。 

●障がい者が働くためにどのような環境が整っていることが大切か（３つまでに○） 

 
 

障がいの特性や状況に応じた多様な支援が必要であることから、就労支援サービスの充実はもとよ

り、事業所に対する雇用促進の働きかけのほか、福祉・雇用・就業にかかわる関係機関等による総合

的な就労支援ネットワークの構築を目指す必要があります。 
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（６）障がい者の外出状況と生活環境 

外出するうえで困ることについて、障がい種別にみると、身体障害者手帳所持者では「道路や駅

に階段や段差が多い」が最も多くなっています。療育手帳所持者では「緊急時の対処方法がわから

ない」、「交通事故に遭うのではないか不安」、精神障害者保健福祉手帳所持者では、「経費がかかる」、

「人の目が気になる」、「交通事故に遭うのではないか不安」などが多く挙げられています。 

 

●外出のとき、又は外出しようとする上で困ること（あてはまるものすべてに○） 

 
 

 

障がいがある人が一般の人と同様に快適な生活を送るためには、移動手段の改善などを図ることが

必要であり、公共施設などのハード面でのバリアフリー化に加えて地域社会の障がいに対する理解な

どソフト面でのバリアフリー化の推進も必要です。 
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（７）障がい者の情報取得・通信手段 

障がいのある人の利用している通信機器について、障がい別にみると、身体障害者手帳所持者は

「電話」、療育手帳所持者及び精神障害者保健福祉手帳所持者は「携帯電話・スマートフォンの電

話機能」がそれぞれ最も多くなっています。また、精神障害者保健福祉手帳所持者では「携帯電話・

スマートフォンのメール機能」、「携帯電話・スマートフォンのインターネット機能」をはじめ、利

用する通信機器の回答割合が他の障がいに比べて高くなっています。  
●現在、あなたが利用している通信機器等はどれですか（あてはまるものすべてに○） 

 

 
 

 

携帯電話・スマートフォンのメールやインターネット機能の利用が増えていることから、災害発生

時や緊急時などの情報伝達の手段として活用する必要があります。また、視覚障がいや聴覚障がいな

どの障がい特性に配慮した通信手段や情報提供媒体の活用を図る必要があります。 
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（８）災害時の心配 

災害時に『ひとりで避難できる割合』（「ひとりで無事に避難できる」と「ひとりでどうにか避難

できる」の合計）は 36.8％となっています。障がい別に『ひとりで避難できる割合』をみると、

身体障害者手帳所持者では 37.2％、療育手帳所持者では 14.6％、精神障害者保健福祉手帳所持

者では 35.9％と、療育手帳所持者が相対的に低くなっていることが分かります。  
●災害が起こった場合、無事に避難できると思うか（１つ）   
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また、災害が起きたときの心配ごとについて、障がい別にみると、いずれも「特にない」はわ

ずかであり、身体障害者手帳及び精神障害者保健福祉手帳所持者では「薬の入手や治療が受

けられないこと」が最も多く、療育手帳所持者では「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境

が不安」などが多く、それぞれが有する障がいによって災害時に様々な心配を抱いている現状が

うかがえます。  
●地震などの大規模な災害が起きたときの心配は何か(あてはまるものすべて） 

 

 
 

東日本大震災や大雨被害などを経て、障がい者など災害時要支援者対策の充実を図ることは大きな

課題となっています。災害等に対する障がい者の不安を可能な限り取り除けるよう、災害時対応の充

実に努めるほか、日々の防災対策や防犯対策の充実に取り組む必要があります。 
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（９）障がい者への差別や偏見・障がい者への理解  
① 障がい者への差別や偏見・障がい者への理解 

『日常で差別や偏見、疎外感を感じる割合』（「よく感じる」と「ときどき感じる」の合計）は

全体では 28.9％となっています。障がい別にみると、身体障害者手帳所持者では 21.4％、療

育手帳所持者では 47.9％、精神障害者保健福祉手帳所持者では 55.1％と、療育手帳及び精神

障害者保健福祉手帳所持者の回答割合が相対的に高くなっています。  
●日常生活において差別や偏見、疎外感を感じることがあるか（１つ） 

  
 

ここ数年で障がいのある人への理解が深まったと思うか尋ねたところ、『深まったと思う割合』

（「かなり深まってきていると思う」と「少しは深まってきていると思う」の合計）は 36.1％

となっています。障がい別にみると、療育手帳所持者では 30.2％と相対的に低いことが分かり

ます。 

 

●ここ数年で、社会全体で障がいのある人への理解が深まってきていると思うか（１つ）  
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② 障がい者の社会参加の課題 

障がいのある人が地域や社会に積極的に参加するために大切なことについて、身体障害者手帳

所持者、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳所持者いずれも「参加しやすいように配慮するこ

と」が最も多くなっています。 

 

●障がいのある人が地域や社会に積極的に参加していくために大切なこと（３つまで） 

 
 

 

障がい者、その中でも特に知的障がい者や精神障がい者は、日常生活においていまだ差別や偏見、

周囲の理解の乏しさを感じており、その解消を目指していくことが求められます。さらに、社会参加

に向けた周囲の配慮や障がい者自身の積極性を引き出していく必要があります。 
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（10）共に暮らす地域づくりに向けて 

障がいのある人とない人が相互に理解し、共に生きる社会をつくっていくために必要なことにつ

いて、障がい別にみると、身体障害者手帳所持者では「障がい者が外出しやすいよう、外出の介助

を充実する」、療育手帳所持者では「学校教育のなかで、障がいや福祉に関する学習を充実する」、

精神障害者保健福祉手帳所持者では「学校教育のなかで、障がいや福祉に関する学習を充実する」、

「障がいの状況に応じて働けるよう、職場の就労環境を改善する」がそれぞれ最も多くなっていま

す。 

 

●障がいのある人とない人が共に生きる社会をつくっていくために必要だと思うこと（３つまで） 
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また、障がいのある子どもの保護者からは、「学校教育のなかで、障がいや福祉に関する学習を

充実する」が 72.2％で最も多く、以下、「障がいのない人が障がいへの理解を深められるよう情報

提供を充実する」、「障がいのある児童とない児童の交流教育を充実する」などが多く挙げられてい

ます。 

 

●障がいのある人とない人が共に生きる社会をつくっていくために必要だと思うこと（３つまで） 

 
 

障がいのある人もない人も、互いに尊重しながら共に暮らせる温かな地域を築いていくため、地域

社会はもちろん、学校や職場も含め、すべての年代における町民の理解や配慮を促進していくことが

必要です。    
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第３章 第６期計画の方向性 
１ 第５期計画の目標達成状況  
（１）「障がい者の保健・医療」分野 

事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

①乳幼児健康診査（受診率） のびのび baby教室  80％ 

１歳６か月健診  100% 

２歳児キッズ教室   98% 

３歳児健診  100% 

のびのび baby教室 88.1％ 

１歳６か月健診 100% 

２歳児キッズ教室  95% 

３歳児健診 100% 

のびのび baby 教室  110% 

１歳６か月健診  100% 

２歳児キッズ教室  96.9% 

３歳児健診   100% 【健康長寿課】 

②乳児委託健康診査 
受診率 100％ 受診率 100％ 100％ 

【健康長寿課】 

③育児不安を持つ 
母親への支援事業 開設数 4か所 

開設数 
3か所 

75.0％ 

【子ども課】 

④新生児・乳児訪問 
実施率 100％ 実施率 100％ 100％ 

【健康長寿課】 

⑤子育て自主 
サークルの育成 ３グループ 1グループ 33.3％ 

【子ども課】 

⑥健康診査（受診率）と保健
師等による訪問指導 特定健診   60％ 

成人訪問 350回/年 

特定健診 54.3％ 

成人訪問 272回/年 

特定健診 90.5％ 

成人訪問 77.7％ 
【健康長寿課】 

⑦必要な医療についての
支援及び心の悩み相談
の充実 定例 5回 

10人/年間 

定例 5回 

  ８人/年 
※随時相談は 

実人数 64人、延べ 238人 

100％ 

80.0％ 

【福祉課】 

⑧精神障害者家族会への
支援（あすなろ会） 会員  7人 

活動 20回 
会員  7人 
活動 30回 

100％ 

150% 
【福祉課】 

⑨精神障害者当事者会へ
の支援（どんぐりの会） 会員 17人 

活動 12回 
会員 13人 
活動 10回 

76.5％ 

83.3％ 
【福祉課】 

⑩精神保健ボランティア
育成（やまゆりの会） 会員 25人 

活動 55回 
会員 22人 
活動 26回 

88.0％ 

47.3％ 
【福祉課】 
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事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

⑪難病対策相談 保健所と連携し、 
随時相談を実施 

保健所と連携し、 
随時相談を実施 

－ 

【福祉課】 

⑫重度障がい者等 
交流事業 1回 1回 100％ 

【社会福祉協議会】 

 

「障がい者の保健・医療」分野において、成果目標の達成状況からは、多くの事業で目標達成率

は100％前後となっていますが、子育てサークルの育成支援、特定健診受診率の向上、必要な医療

支援・心の悩み相談の充実、精神保健ボランティアの会員数の増加を図っていくことが今後の課題

と言えます。   
（２）「障がい児の教育・保育」分野 

事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

①町内保育施設における
障がい児保育 随時受付 8名 － 

【子ども課】 

②教育支援委員会 
（就学指導及び教育相談） 年 3回 年 3回 100％ 

【学校教育課】 

③ことばの教室（言語訓練） 就学児童 1か所 
幼  児 1か所 

就学児童 1か所 
幼  児 1か所 

100％ 

【学校教育課】 

 

「障がい者の教育・保育」分野の成果目標は達成されていますが、今後も取り組みを継続してい

くことが重要です。   
（３）「障がい者の生活支援」分野 

 

「障がい者の生活支援」分野では、サービス等の実施計画である障がい福祉計画において、目標

となる数値を多数定めていたことから、障がい者プランでは成果目標を設定しませんでした。  
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（４）「障がい者の雇用・就労」分野 

事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

①福祉施設からの 
一般就労への移行 9人 ４人 44.4％ 

【福祉課】 

②就労移行支援事業の 
利用者数 10人 ９人 90％ 

【福祉課】 

 

「障がい者の雇用・就労」分野においては、成果目標は達成しておりますが、今後も一般就労へ

の移行と就労移行支援事業の利用の推進に取り組んでいくことが必要です。   
（５）「障がい者のためのスポーツ・レクリエーション及び文化活動」分野 

事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

①関係団体地域交流会 
（身体障害者協議会、 
手をつなぐ親の会等の交流会）

年 3回 年３回 100％ 

【社会福祉協議会】 

 

「障がい者のためのスポーツ・レクリエーション及び文化活動」分野の成果目標は達成されてい

ますが、今後も取り組みを継続していくことが重要です。   
（６）「障がい者のための移動支援」分野 

事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

①福祉タクシー事業の実施 
（地域生活支援事業※町単独事業） 230人 203人 88.3％ 

【福祉課】 

②移動支援事業の実施 
（地域生活支援事業） 10人 

210時間 
7人 

161時間 
70.0％ 
76.7% 

【福祉課】 

 

「障がい者のためのまちづくり」分野においては、実績が目標を下回った移動支援事業の充実に

今後も取り組んでいくことが必要です。  
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（７）「啓発・広報活動」分野 

事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

①「やはばのふくし」の発行 
年 4回 年 4回 100％ 

【社会福祉協議会】 

②視覚障がい者等への 
「声の広報」 年 12回 

対象者 3人 
年 12回 
対象者 3人 

100％ 
100％ 

【社会福祉協議会】 

③「矢巾町障がい者福祉ガイ
ドブック」の発行・配布 新規障害者手帳取得者 

及び障がい福祉サービ

ス受給者へ配布 
実施 － 

【福祉課】 

④「矢巾町健康福祉まつり」・「ふ
れあい広場」における障がい者

団体・施設等の活動紹介 年 2回 年 2回 100％ 

【社会福祉協議会】 

 

「啓発・広報活動」分野の成果目標は概ね達成されていますが、今後も取り組みを継続していく

ことが重要です。   
（８）「ひとづくり」分野 

事業名等 

【所管】 

第５期計画目標値 

（平成 30年度～ 

令和２年度） 

令和元年度実績 ★目標達成率 

①福祉ボランティア団体 
の育成 31団体 15団体 48.4％ 

【社会福祉協議会】 

 

「ひとづくり」分野においては、実績が目標を下回った福祉ボランティア団体の育成について、

今後も取り組みを強化していくことが重要です。  
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２ 第６期計画の基本的考え方  
（１）基本理念 

第６期矢巾町障がい者プラン・障がい福祉計画及び第２期矢巾町障がい児福祉計画では、計画の

基本理念を次とおり掲げます。 

 

【計画の基本理念】 

障がいのある人もない人も、 

地域社会で共に暮らす社会づくり  
 

障害者基本法第 1 条では、すべての国民が、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人

として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら、共生する社会を実現するため、障がい者

の自立及び社会参加の支援等のための施策を、総合的かつ計画的に推進することが、同法の目的で

ある旨を規定しています。 

 

障害者基本法の理念にのっとり、すべての町民が障がいの有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら、地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができ

る「地域共生社会」こそ、本町の考える地域社会のあるべき姿です。 

 

その実現に向け、障がいのある人が、自らの意思による選択と決定のもとに自立し、社会のあら

ゆる活動に参加できるよう、各種支援制度や事業の実施、サービス提供等の面における更なる支援

の充実を図ります。 

そして、地域では、障がいや障がいのある人に対する理解を深め、正しい認識のもと、自分にで

きる障がい者支援は何かを考え、日々の暮らしで実際に取り組まれるようにすることが大切です。 

 

障がいのある人が地域の中で安心して暮らせることは、本町が豊かな地域社会であるひとつの証

です。 

本計画においても、これまでの障がい者プラン・障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の理念を

引き継ぎ、すべての町民が、障がいの有無にかかわらず、それぞれがかけがえのない個人として尊

重され、互いの個性を認め合いながら思いやり、共に暮らし、共に支え合う地域づくりを目指しま

す。  
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（２）基本目標 

基本理念に基づき、本計画の基本目標を以下のように掲げます。 

◆◆基基本本目目標標１１  障障ががいい者者がが自自己己選選択択・・決決定定ががででききるる環環境境づづくくりり   
「インクルージョン」の推進の観点から、障がい者を施策の客体ではなく、必要な

支援を受けながら自らの決定に基づき社会に参加する存在として主体的に捉え、支援

施策は障がい者本人やその家族等の意見を聴き、その意見をできる限り尊重します。 

障がい者の適切な意思決定とその意思の表明の支援のため、当事者やその家族が生

活全般にわたって様々な相談ができ、必要なサービス利用につながるよう相談支援体

制等の充実を図ります。 

 

 ※インクルージョン：全ての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援護し、健康で文化的な生活の実現につなげる

よう、社会の構成員として包み支え合うという考え方 

◆◆基基本本目目標標２２  アアククセセシシビビリリテティィのの向向上上とと心心ののババリリアアフフリリーー化化のの推推進進   
今後、周囲の更なる理解が求められる発達障がい、難病、高次脳機能障がい、視覚・

聴覚障がいに対する啓発を図るとともに、障がい者の活動を制限し、社会参加の妨げ

となる物理的障壁、地域の慣行・観念・差別等の社会的障壁の除去を推進します。 

障がいの有無にかかわらず、日々の暮らしの中で町民が互いを尊重し、思いやりな

がら自然に交流が図られるよう、広報・啓発活動等により社会のあらゆる場面におけ

るアクセシビリティの向上と町民の心のバリアフリー化を推進します。 

 

 

※アクセシビリティ：年齢や障がいの有無に関係なく、誰でも必要とする情報に簡単にたどり着け、利用できること。 

◆◆基基本本目目標標３３  障障ががいい者者本本位位のの総総合合的的かかつつ分分野野横横断断的的なな支支援援のの充充実実   
性別、年齢、障がいの状態、生活の実態等に応じた障がい者の個別的な支援の必要

性を踏また上で、教育、文化芸術、スポーツ、福祉、医療、雇用等の各分野の連携の

もと、障がい者のライフステージに応じた適切な支援を行います。 

「ノーマライゼーション」の理念のもと、障がいの種別や程度に関わらず、自立と

社会参加の実現を図っていける環境づくりを推進します。 

障がい者が生活で直面する困難の解消はもちろん、障がい者の自立と社会参加の観

点も含めた総合的な支援を推進します。  
 ※ノーマライゼーション：障がいのある人もない人も、互いに支え合い、地域で生き生きと明るく豊かに暮らして

いける社会を目指すこと 
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（３）第６期計画の重点事業 

障がい児の増加や障がいの多様化に対応する必要性などを踏まえ、第６期計画では、「児童発達

支援センターの設置」を重点事業とします。   
▶ 重点事業  

児児童童発発達達支支援援セセンンタターーのの設設置置  
 

障がい児支援体制の充実を推進するための中核的事業として、身近な地域

で質の高い支援を必要とする児童が療育を受けられる場の提供を目的に、本

町では令和５年度を目標に「児童発達支援センター」を設置します。       
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３ 施策の体系 
計画の基本理念、基本目標のもと、本計画の施策の体系を次のように定めます。 

教育の振興
①インクルーシブ教育システムの推進
②教育環境の整備

文化芸術活動
・スポーツ等の振興

①文化芸術活動の振興、余暇・レクリエーション活動等の充実

保健・医療の推進

①精神保健・医療の適切な提供等
②保健・医療の充実等
③難病に関する保健・医療施策の推進
④障がいの原因となる疾病等の予防・治療

行政等における
配慮の充実

①行政機関等における配慮及び障害者理解の促進等

雇用・就労、
経済的自立の支援

①総合的な就労支援
②経済的な自立の支援
③障がい者雇用の促進
④福祉的就労の底上げ

防災、防犯等の推進
①防災対策の推進
②防犯対策の推進と消費者トラブルの防止

差別の解消、権利擁護
の推進及び虐待の防止

①権利擁護の推進、虐待の防止
②障がいを理由とする差別の解消の推進

自立した生活の支援
・意思決定支援の推進

①相談支援体制の構築
②障がいのある子どもに対する支援の充実
③障がい福祉サービス等の質の向上等
④障がい福祉を支える人材の育成・確保

情報アクセシビリティの向上
及び意思疎通支援の充実

①情報提供の充実等
②意思疎通支援の充実

＜施策分野＞ ＜施策目標＞
サービス等
実施計画

安全・安心な
生活環境の整備

①住宅の確保
②移動しやすい環境の整備等
③アクセシビリティに配慮した施設、製品等の普及促進
④障がい者に配慮したまちづくりの総合的な推進

＜基本理念＞

障がいのある人もない人も、

地域社会で共に暮らす社会づくり

基本目標① 障がい者が自己選択・決定ができる環境づくり

基本目標② アクセシビリティの向上と心のバリアフリー化の推進

基本目標③ 障がい者本位の総合的かつ分野横断的な支援の充実

◆第６期重点目標◆

児童発達支援センター

の設置

第
６
期
障
が
い
福
祉
計
画  
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第１章 安心・安全な生活環境の整備  
施策目標１ 住宅の確保 

【施策の方針】 

障がい者が住み慣れた地域の中で自立した生活を営むためには、生活の拠点となる住まい

が必要です。その住まいがそれぞれの障がいに配慮され、暮らしやすいものとなるよう住環

境の充実に努めます。 

 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ グループホームの利用促進 

福祉課 ○障がい者が日常生活上の支援や相談援助等を受けながら共同生活を行うグルー

プホームの利用の促進を図るとともに、利用者のニーズを踏まえて、サービス

提供事業者の充実に努めます。 

２ 住宅改修の支援 

福祉課 ○地域生活支援事業として、障がい者が暮らしやすいよう住宅を改修する際の相

談対応と改修費用の一部助成を行います。 

３ 一般住宅の入居支援 

福祉課 ○民間借家などの一般住宅への入居希望に応じた、居住サポート事業に努めます。 

○住宅入居等支援事業について、委託事業所との連携により、事業の適正な実施

を目指します。 

4 民間住宅の整備支援 

福祉課 ○障がい者が自宅などを建築・改修する際に、情報を提供し相談に応じる体制づ

くりを進めます。 

5 町営住宅の整備 
福祉課 

 

道路住宅課 
○町営住宅の整備に際し、障がいに配慮した設計を取り入れ、障がい者が暮らし

やすいよう努めます。    
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施策目標２ 移動しやすい環境の整備等 

【施策の方針】 

障がい者が地域において自立した生活を営み、社会に参加しやすい環境の実現をするため、

移動支援サービスの充実のほか、公共交通機関及び関連施設の充実とバリアフリー化の促進を

図ります。 

 

【主要施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 移動支援の充実 

福祉課 

○移動に支援が必要な障がい者が不自由なく利用できるよう、障害者総合支援法

に基づく行動援護のほか、地域生活支援事業の移動支援事業を通じて、マンツ

ーマンによる障がい者の外出の支援を行います。 

○利用の対象となる方へタクシー利用券の配布または移動支援サービスの提供を

行います。 

２ 車いす対応車両利用制度の周知 

社会福祉協議会 ○社会福祉協議会が実施している車いす対応車両利用制度を、より多くの人が利

用できるよう周知を図ります。 

３ 公共交通機関のバリアフリー化等の促進 

企画財政課 

 

福祉課 

○障がい者の移動の円滑化を促進するため、誰もが安全に安心して利用できる交

通環境の形成に努めます。 

○バスなどの公共交通機関における、ノンステップバスや超低床車両など、車い

すでも利用しやすい交通機関の充実を求めていきます。 

４ 交通安全対策の充実 

総務課 

防災安全室 ○交通事故の少ないまちづくりを目指し、交通安全に対する事業や啓発・広報を

充実させます。         
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施策目標３ アクセシビリティに配慮した施設、製品等の普及促進 

【施策の方針】 

障がいの有無を問わず、子どもから高齢者に至るまで誰もが安心して利用しやすい施設、

製品等の普及を目指し、計画的なバリアフリー化、ユニバーサルデザインの導入等を推進し

ます。 

 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 公共施設・設備のバリアフリー化、ユニバーサルデザインの推進 

関係課 ○誰もが利用できる公共施設にするため、ゆとりのあるエレベーター・多機能ト

イレ・スロープなどを逐次設置し、バリアフリー化、ユニバーサルデザインを

推進します。 

２ 公園の整備 
企画財政課 

 

福祉課 

 

道路住宅課 

まちづくり

推進室 

○新たに整備を行う公園は、障がい者の要望を踏まえながら、出入口や園路の段差

解消、高齢者や障がい者等が利用可能なトイレの設置等を検討していきます。 

○既存の公園については、誰もが安全に利用していただくため地域住民の意向を踏

まえつつ、バリアフリー化及びユニバーサルデザインを導入しながらトイレ等の

公園施設の更新をしていきます。 

３ 民間施設のバリアフリー化の促進 
福祉課 

 

道路住宅課 
○民間施設整備の際、「岩手県ひとにやさしいまちづくり条例」の設置基準を遵

守するよう、適切な助言と指導を行います。            
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施策目標 4 障がい者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

【施策の方針】 

誰もが安心して暮らすことができる安心・安全なバリアフリーのまちづくりを目指し、地

域連携の強化及びハード面・ソフト面を一体的に取り組み、障がい者や高齢者等の社会参画

の拡大を推進します。  
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 主要道路・歩道等の整備 

福祉課 

 

道路住宅課 

○主要な生活関連経路を構成する道路において、障がい者の要望を踏まえながら、

道路の利用形態を考慮し、幅の広い歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改善

や整備を検討していきます。 

２ 信号機・道路標識等の整備 総務課 

防災安全室 

 

福祉課 

 

道路住宅課 

○「矢巾町交通安全対策協議会」において、交通の安全に関する総合的な施策の企

画に関して審議し、その実施を推進することとしています。信号機や道路標識に

ついても、音響装置付信号機などのバリアフリー対応型信号機の設置、見やすく

分かりやすい道路標識等の整備も含めて、公安委員会に要望していきます。                
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第２章 情報アクセシビリティの向上 

 

※情報アクセシビリティ：年齢や障がいの有無に関係なく、誰もが必要とする情報に簡単にたどり着け、利用できること 
施策目標１ 情報提供の充実 

【施策の方針】 

障がいのあるすべての人が必要な情報にストレスを感じることなく、たどり着ける環境づ

くりを行います。 

【主要施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ デジタルデバイドを是正するシステム・環境づくり 

総務課 

防災安全室 

 

企画財政課 

 

福祉課 

○障がい者のデジタルデバイド（情報格差）を是正し、介護や生活情報の入手、

コミュニケーション手段の確保にＩＴ技術を活用していきます。 

○災害発生や緊急時の場合に、避難準備情報や危険地域などの情報を伝達し速や

かに避難を開始できる環境づくりのため、「防災ラジオ」の広報活動をします。 

○障がい特性に配慮した情報伝達の体制構築のため、ボランティア等の協力も得

ながら、分かりやすい文章の作成に努めるとともに、使用する色やフォント、

行間等にも配慮したホームページ運用を検討します。 

２ 「声の広報」の推進 

企画財政課 

 

社会福祉協議会 

 

福祉課 

○視覚障がいのある人に配慮した、町ホームページ上での広報の音声化を検討し

ます。 

○重要な文書や案内文書などの音声化など、障がいの特性に配慮した広報伝達に

努めます。 

○カセットテープ、ＣＤによる「声の広報」は、町社会福祉協議会のボランティ

ア活動として実施していますが、今後も社会福祉協議会と連携を図り、引き続

き事業を実施します。 

3 情報発信機会の充実 

企画財政課 

 

福祉課 

○障がい者及び障がい者団体の相互交流や自立に向けて行う「社会参加事業」や

「各種行事等」への参加を促進のため、町ホームページを積極的に活用します。 

 

※デジタルデバイド：インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者とできない者との間に生じる格差 
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施策目標 2 意思疎通支援の充実  
【施策の方針】 

情報収集・利用などに大きな支障のある聴覚障がいや視覚障がいのある人に対して、コミ

ュニケーション手段の確保と情報利用の円滑化を進めます。 

【主要施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

1 意思疎通支援事業の充実 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○手話通訳者及び要約筆記者の派遣事業を行うほか、音訳による広報の提供、手

話奉仕員等のボランティアの養成・派遣を行うなど、障がい者の特性に応じた

コミュニケーションを支援します。 

２ 情報機器の給付 

福祉課 
○日常生活用具の給付事業を通じて、障がい者用パソコン周辺機器（視覚障がい

者及び上肢不自由者がパソコンを使用する上で必要となる、障がいに対応した

ソフトウェアや特殊マウス、キーボードなど）、点字ディスプレイ、点字プリ

ンター等を給付し、各種情報機器の利用を促進します。                  
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第３章 防災、防犯等の推進  
施策目標１ 防災対策の推進 

【施策の方針】 

自力避難の困難な障がいのある人をはじめ、障がい者に対する防災知識の普及や災害時の

適切な情報提供・避難誘導などの体制の充実を図ります。 
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 防災対策の推進 

総務課 

防災安全室 

 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○上位計画である「矢巾町地域防災計画」に基づき、障がい者に配慮した防災対策

を進め、福祉施設と地域の連携・災害ボランティアの協力体制づくり、障がい者

や介護者への指導などを実施します。 

○避難所や避難経路、災害の知識及び対処法についての啓発・広報として、広報紙

のほか、ハザードマップの全戸配付などにより避難所情報を提供していきます。 

○障がい者が、災害時等に正確な情報を得られるよう、ボランティア等の協力も得

ながら、障がい別に当事者とともに情報伝達のシステムの研究・検討をし、順次

取り入れていきます。 

２ 要配慮者（避難行動要支援者）名簿の整備と活用 総務課 

防災安全室 

 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○災害発生時に支援を必要とする方を把握するため、障がい者の個人情報の保護を

図りながら避難行動要支援者名簿を作成し、民生児童委員協議会、社会福祉協議

会、自主防災組織、消防団等と情報を共有し、災害時の円滑な安否確認や避難支

援対策に活用していきます。 

３ 障がい者の避難支援の体制づくり 

総務課 

防災安全室 

 

福祉課 

○障がい者やその家族が、緊急時に警察や消防署等関係機関に即時に通報できるよ

う、民生児童委員協議会と連携し、緊急連絡先等の周知に努めます。 

○民生児童委員協議会と連携し、個人情報の保護に十分配慮しながら、災害時に協

力者となる地域住民との間で障がい者の情報を共有する仕組みを検討します。 

○障がい者の利用する施設等において、防災訓練を実施するとともに、消防機関と

のネットワークづくりを進めていきます。 

４ 福祉避難所の整備 
総務課 

防災安全室 

 

福祉課 

○障がい者が安全に避難所へ移動し、障がい者が必要な物資を含め、障がい特性に

応じた支援を得ることができるよう、体制の整備に努めます。  
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施策目標２ 防犯対策の推進と消費者トラブルの防止 

【施策の方針】 

障がい者が犯罪や消費者トラブル等の被害に遭わないように、情報提供や支援を図ります。  
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

1 防犯対策の充実 

総務課 

防災安全室 

 

福祉課 

 

岩手県警察本部 

○民生児童委員等の見守り活動を支援し、安心・安全なまちづくりに努めます。 

○自主防犯組織の育成と地域安全運動を広め、防犯意識の高揚を図り、安全なま

ちづくりを推進します。 

○最寄りの警察署（紫波警察署ＴＥＬ・FAX 019-671-0110）にＦＡＸ送信

することで、聴覚障がい者等からの緊急通報に対応します。 

また、犯罪被害に関する各種相談は、県警察本部の代表アドレスで随時受付し

ます。 ※代表アドレス〈police@pref.iwate.jp〉  

2 消費者トラブルの防止 

福祉課 

○障がい者や高齢者等に対する消費者被害防止のため、広報紙やパンフレット等

を用いて、悪質商法等の情報提供を行うほか、障がい者の権利を守るための成

年後見制度の案内を併せて行います。 

※成年後見制度とは、判断能力が不十分な知的障がい者や精神障がい者等の日常生活を法律的に保護する

制度です。               
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第４章 差別解消・虐待防止・権利擁護 

 

施策目標１ 権利擁護の推進、虐待の防止 

【施策の方針】 

国・県と連携して虐待防止の啓発を充実し虐待の予防を図るとともに、虐待が発生した場

合は、早期発見から適切な対応する支援体制の充実に努めます。 

また、知的障がいや精神障がいにより判断能力が不十分な人が地域の中で自立した生活を

送ることができるよう、県や社会福祉協議会などと連携し権利擁護を図ります。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 虐待防止の取り組みの強化 福祉課 
 

子ども課 
 

岩手県 

地域包括支援センター 

紫波地域障がい者基幹

相談支援センター 

紫波警察署 

盛岡南消防署矢巾分署 

○障がい者や児童に対する虐待が発生しないよう、町の要保護児童対策地域

協議会や町障害者自立支援協議会、岩手県福祉総合相談センター、地域包

括支援センター、紫波地域障がい者基幹相談支援センター、紫波警察署、

盛岡南消防署矢巾分署などと連携し、虐待の未然防止を図ります。 

○虐待のケース把握が難しいことを踏まえ、関係者による積極的な関わりを

促し、個々の本人や保護者の変化を捉え、虐待等の未然防止に努めます。 

２ 障害者虐待防止法の周知と適切な対応 

福祉課 
○障害者虐待防止法により、虐待の発見者に対する通報が義務づけられてい

ることを、住民及び関係者への周知を図ります。 

○障害者虐待防止法に基づき、虐待に関する通報を受けた場合には家庭や施

設・職場などに調査、指導等を行うなど適切な対応に努めます。 

3 虐待防止と権利擁護のための地域の取り組みの促進 

福祉課 ○障がい者に対する虐待防止と権利擁護に向け、関係者に対する必要な知識

の普及と情報提供を行うほか、地域での取り組みの促進を行います。 

4 矢巾町要保護児童対策地域協議会の運営 

子ども課 ○児童虐待などで保護を要する児童、養育支援が必要な児童や保護者に対し、

関係する複数の機関（子どもを守る地域ネットワーク）で援助を行います。  
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

5 日常生活自立支援事業 

社会福祉協議会 

○知的障がい者等が住み慣れた地域で安心して自立した生活が送れるよう、専門

員や生活支援員などが、事業者との福祉サービスの契約や利用援助、情報提供、

助言、利用料の支払い等の日常的金銭管理を代行します。 

○利用者が増加することが予想されることから、支援員の確保や資質向上に努め

ます。 

6 成年後見制度の周知・利用支援 福祉課 

 

健康長寿課 

 

社会福祉協議会 

○判断能力等が十分ではない方々が日常生活における損害を受けないよう、本人

の権利を守るための制度の周知及び利用支援を図ります。                          
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施策目標 2 障がいを理由とする差別の解消 

【施策の方針】 

障がいや障がいのある人に対する偏見をなくし、理解を深めていくため、広く町民への啓

発活動に取り組みます。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 町の広報紙などの活用と充実 

企画財政課 

 

福祉課 

○広報紙に障がいに関連する記事を掲載し、地域住民の障がいへの関心と理解の

促進を図ります。 

○障がい者の家族が生活の参考となる情報も含め、福祉全般の情報を幅広く掲載

します。 

２ 障がいに関する正しい知識の普及・啓発 

福祉課 ○知的障がい、自閉症、アスペルガー症候群、ＬＤ（学習障がい）、ADHD（注

意欠陥多動性障がい）など、十分に理解が深まっていないと考えられる障がい

について、正しい知識の普及と啓発を行います。 

３ 障害者差別解消法への対応 

福祉課 

○平成 28年４月の「障害者差別解消法」の施行を受け、国や県と連携し、障が

い者への差別解消に関する啓発に努めるとともに、障がい者差別解消支援地域

協議会等の組織の整備に努めます。 

○国の策定する基本方針に基づき、社会的障壁の除去が図られるよう、必要かつ

合理的な配慮を行い、障がいを理由とする差別の解消を推進します。 

4 発達障がいに関する研修会の開催 福祉課 

 

子ども課 

 

学校教育課 

○発達障がいに関して、現場の経験が豊富な障がい者施設の職員の方などを講師

に招き、保育士や教員等を対象とした研修会を開催します。 

5 「障害者週間」における啓発 

福祉課 ○「障害者週間」（12月３日～９日）には、障がい者の福祉についての関心や理

解を深めるよう啓発活動を行います。 

6 民間の啓発・広報活動への協力 

福祉課 
○社会福祉協議会、障がい者団体、福祉団体の啓発・広報活動を支援します。 

7 障がい者関係団体による啓発活動の推進 

福祉課 
○障がい者関係団体による主体的な住民への啓発活動を支援します。  
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第 5章 自立生活支援・意思決定支援  
施策目標１ 相談支援体制の充実・強化 

【施策の方針】 

障がいのある人やその家族が抱える様々な問題についての相談体制を整えることは、地域

生活を支援する上でも重要です。障がいのある人の多様なニーズに対応するため、保健・医

療・福祉の関係機関等との連携強化により、重層的相談窓口の整備やライフステージに対応

した相談支援、障がいのある人が自らの決定に基づき、身近な地域で安心して気軽に利用で

きる相談体制の充実を図ります。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 窓口サービスの充実 

関係課 

○障がい者の特性に配慮したきめ細やかな窓口サービスの充実に努めます。 

○民間の相談支援事業所への委託により、専門的な相談窓口の確保を図ります。 

○高齢者や複合的な課題に対応するため、重層的支援体制整備事業を通じた分野

を超えた相談支援機関の連携構築をすすめていきます。 

 

２ 相談・訪問指導の充実 

福祉課 
 

健康長寿課 

○福祉課が窓口となり、障がい者及びその家族等の相談支援を通じて、必要なサ

ービスの利用や関係機関等へのつなぎ機能を果たすなど、ワンストップサービ

スの提供を行います。 

○障がい者の身近な地域において、相談からサービス提供支援などを積極的に行

うため、町関係機関の保健・医療・福祉サービスの職員をはじめ、生活全般に

ついての相談に応じることのできる保健師・社会福祉士などが随時、施設や家

庭への訪問指導を行います。 

３ 県条例を踏まえた相談支援体制の充実 

福祉課 
 

社会福祉協議会 

○「障がいのある人もない人も共に学び共に生きる岩手県づくり条例」の施行に

伴い、障がいのある人に対する不利益な取り扱いに係る相談を社会福祉協議会

が窓口となって受け付け、県との連携のもと適切な対応・支援を図ります。 

○地域の実情を踏まえ、障がいへの理解促進、障がいのある人に対する不利益な

取り扱いの解消に関する施策の推進を通じて、障がいのある人への支援に努め

ます。 
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

４ 専門的な相談支援体制の充実 

福祉課 

○町が指定する相談支援事業所を通じて専門員による相談を随時行い、障がい者

自身やその家族に対する相談支援体制の充実を図ります。 

○個々の心身の状況、サービス利用の意向、家族の状況等を踏まえ、支援の必要

性に応じた適切な支給決定の実施に努めます。 

○盛岡広域圏で実施する相談支援事業も継続し、盛岡広域圏障害者自立支援協議

会や矢巾町障害者自立支援協議会での地域課題の解決に向けた取り組みを協議

検討していきます。 

５ 基幹相談支援センターの充実 

福祉課 
○地域により密着した総合的な相談支援を図るため地域の中核的役割を担う、平

成 29 年度に設置した「紫波地域障がい者基幹相談支援センター」で、管内の

相談支援事業者へ専門的指導や人材育成、障がい者等の相談等を総合的に行い、

地域における相談支援体制の強化を図ります。 

６ ケアマネジメント体制の整備 

福祉課 
○利用者のニーズに合わせたサービスを総合的に提供するため、町内及び広域の

相談支援事業所や地域活動支援センターと連携を図り、障害支援区分の認定調

査、サービス利用計画書の作成、相談支援事業などの総合的なケアマネジメン

ト体制の整備に努めるとともに、相談支援専門員の確保を図ります。 

７ 身体障害者相談員・知的障害者相談員活動の充実 

福祉課 ○障がい者やその家族からの相談に応じ、関係機関と協力してその解決にあたる

身体障害者相談員や知的障害者相談員による相談活動の充実を図ります。 

８ 民生児童委員・主任児童委員の相談活動の充実 

福祉課 ○障がい者など援助を必要とする人の相談・助言など個別援助活動を行う民生児

童委員・主任児童委員の相談活動を充実します。 

９ 盛岡広域成年後見センターとの連携 

福祉課 

 

健康長寿課 

○近隣の５市町の共同による中核機関として「盛岡広域成年後見センター」を設

置していることから、盛岡広域成年後見センターと連携しながら、より専門的

な相談・助言についても対応できる体制整備を強化していきます。       
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施策目標 2 障がいのある子どもに対する支援の充実 

【施策の方針】 

配慮が必要な子どもを必要な支援につなげるため、早期発見から療育・幼児期の教育・保

育から学校教育までが一貫したシステムとして機能するよう、医療機関、療育機関、保育機

関、教育機関、行政等が連携を図り、障がい児個々の状況に応じた適切な相談支援体制の充

実を図ります。 

また、身体障がいや知的障がいに加え、近年、高機能自閉症やＡＤＨＤ（注意欠陥多動性

障がい）など、発達障がいあるいはその疑いのある子どもが増えています。発達障がいは幼

児期の確実なフォロー体制が重要であり、家庭における子どもとの接し方によって二次的な

障がいを防止できるとの指摘もあるため、保護者・家族に対する支援にも取り組みます。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 発達障がい児への総合的な生活支援策の検討 福祉課 

 

健康長寿課 

 

学校教育課 

 

子ども課 

○「発達障害者支援法」を踏まえ、国・県との連携による発達障がいのある人へ

の支援策を検討します。 

○発達障がいは、就学後に発見されるケースも多くあるため、乳幼児健診等にお

ける早期発見を図るとともに、保育施設、学校、教育委員会や、発達障がい者

支援センター等の専門機関と連携を図り、早期の療育相談につなげます。 

２ 障がい児の保護者等に対する支援 

福祉課 

 

学校教育課 

 

子ども課 

○障がいのある子どもを抱える保護者の不安を和らげることができるよう、障が

い児に関わる療育をはじめ、教育相談や支援等の情報提供と相談窓口の周知を

図ります。 

○庁内関係部署、教育機関、地域の福祉サービス事業所等の連携により、障がい

児本人のみならず障がい児を持つ家族に対し、必要な療育から就学までの切れ

目のない相談支援に努めます。また、問題解決に向けた共同的な取り組みと支

援の統一化を図ります。 

3 重症心身障がい児（者）の支援 

福祉課 

○岩手県立療育センター、みちのく療育園との連携により、障がい児（者）本人

のみならず家族に対し、継続した障がい福祉サービス及び情報提供に努めます。 

○利用者から要望の多い「短期入所」「生活介護」「グループホーム」等の施設、

18歳以上の日中の活動場所の確保について、重症心身障がい児（者）が求める

サービスを提供できるよう、その確保に向けた取り組みについて県及び県内市

町村と連携を図ります。 
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番号 施 策・事 業 名 

担当部署等 
内      容 

4 児童福祉法に基づく障がい児支援サービスの提供 

福祉課 ○児童発達支援等の障がい児通所支援、障がい児入所支援の各サービスの提供を

行います。 

5 幼児期の教育・保育と地域子ども・子育て支援事業の利用支援 

福祉課 

 

子ども課 
○子ども・子育て支援法を踏まえた、「矢巾町子ども・子育て支援事業計画」に基

づき、多様化する保育ニーズに対応できるよう、関係機関との調整を図ります。 

6 障がい児保育等の充実 

福祉課 

 

子ども課 

○障がいのある子どもが生まれ育った地域で教育・保育が受けられるよう、保育

施設等における障がい児の受入体制の充実を図ります。 

○子どもの心身の状況を正確に把握し、発達が促進されるような保育内容の充実

を支援します。 

7 教育相談・支援の充実 

学校教育課 ○障がいのある子どもや保護者の希望、その障がいの程度などを十分に考慮した

支援を実施するため、相談支援体制の充実を図ります。 

8 進路相談、就労支援 

福祉課 

 

学校教育課 

○卒業後の進路について、障がいのある子どもが社会的に自立して生活していけ

るよう、学校や障がい者就業・生活支援センター、一般企業等との連携を促し、

就労先の確保に取り組むとともに進学に向けた相談体制の充実を図ります。 

9 児童発達支援センターの設置 

福祉課 ○障がいの重度化、重複化や多様化を踏まえ、その専門的機能の強化を図るとと

もに、障がい児の多様なニーズに対応する機関としての役割を担うため、令和 5

年度を目標に「児童発達支援センター」を設置します。 

10 未成年後見制度の周知 

福祉課 ○親権者の心身に著しい障がいがある場合等、「親権を行う者」が管理権を有し

ない場合において、未成年者の監護、教育等が適切に行われるよう未成年後見

制度の周知を図ります。   
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施策目標 3 障がい福祉サービス等の質の向上等 

【施策の方針】 

障がい者が住み慣れた家庭や地域で安心して暮らし続けることができるよう、訪問サービ

スや日中活動の場の充実を図るとともに、居住の場の確保に努め、障がい福祉サービスや相

談支援を円滑に実施します。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等

内      容 

１ 障害者総合支援法に基づく「障がい福祉サービス」の提供 

福祉課 

○「居宅介護（ホームヘルプサービス）」をはじめとした障害支援区分に応じた訪

問系サービスの提供を行います。 

○「自立訓練（生活訓練）」や「就労移行支援」、「共同生活援助」（グループホー

ム）などの日中活動系サービスの提供を行います。 

○施設入所支援やグループホームなど、障がい者の地域生活を支援するための居

住支援サービスの確保に努めます。 

○「自立生活援助」や「就労定着支援」などの福祉サービスについて、個々の状

況に応じたサービス提供を行います。 

２ 障害者総合支援法に基づく「地域生活支援事業」の推進 

福祉課 ○障がい者の利用ニーズなどを踏まえ、「相談支援事業」や「日常生活用具給付事

業」、「移動支援」などの地域生活支援事業を実施します。 

３ 補装具の購入・修理・借受けの充実 

福祉課 ○障がい者からの要望が多い補装具について、その種目や適応範囲の拡大を県や

国に要望していきます。 

４ 児童福祉法に基づく障がい児支援サービスの提供 

福祉課 ○児童発達支援等の障がい児通所支援、障がい児入所支援の各サービスの提供を

行います。 

５ 発達障がい者への総合的な生活支援策の検討 

福祉課 ○「発達障害者支援法」を踏まえ、国・県との連携による発達障がいのある人へ

の支援策を検討します。 

６ 在宅の難病患者等に対する支援 

福祉課 
○保健・医療・福祉の連携により訪問指導などのきめ細やかな支援体制を整備し

ます。 

○在宅での療養生活を続ける難病患者などの生活支援のための居宅生活支援事業

（ホームヘルプサービス）や短期入所事業、日常生活用具の給付を継続します。 
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番号 施 策・事 業 名 

担当部署等 
内      容 

７ 新たな日中活動の場づくりの検討 

福祉課 

○障害支援区分の認定外となる軽度の障がい者や障がい児を対象とした日中活動

の場の確保に努めます。 

○町内における日中活動の場として、就労継続支援等のサービス、地域活動支援セ

ンター事業を実施する障がい者支援拠点について検討していきます。 

○障がい者の生きがいづくりや外出機会の提供を第一に考え、障がい福祉サービス

の枠に捉われず、地域の実情に即した日中活動の場や工賃が支給される就労の場

の創出に向けて検討していきます。 

８ サービス提供に係る人材確保及び養成 

福祉課 

○利用者のニーズや障がい福祉サービス提供事業所の動向等を把握し、必要とさ

れる情報の十分な提供に努めます。 

○町内や圏域の障がい福祉サービス事業所、相談支援事業所、紫波地域障がい者

基幹相談支援センター等と連携を図り、適正なサービス量の確保と資質の向上

に向けた支援を行います。                       
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施策目標 4 障がい福祉を支える人材の育成・確保 

【施策の方針】 

福祉サービス等の充実と安定的提供を図るため、専門的知識と技術を身に付けた人材の育

成・確保をはじめ、家族や関係者が障がい者の気持ちや要望を十分にくみ取れるよう、障が

いの特性や介助の方法に関する研修等を行います。 

障がい者が地域の中で自立して暮らすには様々な生活課題があります。障がい者やその家

族介護者の生活支援に対するニーズは、公的なサービスでカバーする部分よりも広い領域に

及ぶため、きめ細やかな支援を行うためには地域住民による協力が不可欠です。 

支援を必要とする障がい者にサービスや支援者を結びつけたり、地域の様々な支援活動が

相互に連携・協力できるよう、総合的な支援マネジメントの仕組みづくりを推進します。  
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 専門的人材の確保 

福祉課 

 

健康長寿課 

○高齢者のサービスとの連携を図りながら、精神保健福祉士・社会福祉士・理学

療法士（ＰＴ）・作業療法士（ＯＴ）・言語聴覚士（ＳＴ）・心理士・介護福

祉士などの専門的な人材の確保に努めます。 

○本町在住の有資格者や知識・経験を有する町民の活用など、福祉人材の確保に

努めます。 

２ 福祉関係者の研修の充実 

福祉課 

 

健康長寿課 
○行政や福祉施設などの職場における研修体制の充実を図ります。また、公的機

関が実施する研修に専門職員を派遣するよう、参加を促進します。 

３ 家族介護者などの介護研修 福祉課 

 

健康長寿課 

 

社会福祉協議会 

○家庭での介護知識と技術の普及を図るため、介護者に県、紫波地域障がい者基

幹相談センター及び町社会福祉協議会などが開催する研修会などへの参加を

促進します。 

4 矢巾町障害者自立支援協議会の機能強化 

福祉課 

○障害者自立支援協議会は、障がい者支援の総合的なネットワーク構築のために

中核的な役割を担うことから、関係機関の連携強化と有機的な機能強化に努め

ます。 

※障害者自立支援協議会：町が実施主体となり、行政機関、福祉サービス事業者、保健、医療、企業、警察

署、消防署、障がい者団体等の代表者で構成する組織  
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

5 ボランティア活動の促進 
福祉課 

 

健康長寿課 

 

社会福祉協議会 

 

産業観光課 

 

○社会福祉協議会と連携して、ボランティアの育成や資質の向上のために、ボラ

ンティア講座・講演会などを開催します。 

○町民に対し、ボランティア講座を開催して、各自ができる活動の契機と糸口を

見つけられるようにします。 

○地元企業や進出企業などを中心に、ボランティア休暇制度の定着を促進し、勤

労者が参加しやすい環境づくりを支援し、企業ボランティアの養成を図ります。 

6 ボランティア・ＮＰＯ活動に関する情報提供の充実 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○町や社会福祉協議会の広報など多様な媒体を活用したボランティア活動・ＮＰ

Ｏ活動に関する町民への情報を提供します。 

○ボランティアやＮＰＯ相互の交流・情報交換の機会の充実とネットワーク化を

促進します。 

7 ボランティアリーダーの養成 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○社会福祉協議会、民生児童委員・主任児童委員、老人クラブなどと連携し、本

町のボランティアリーダーの発掘と養成に努めます。また、ボランティアリー

ダーを中心としたボランティアグループづくりを支援します。 

8 ボランティア団体の育成と活動支援 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○障がい者やボランティア・ＮＰＯに活動の場を提供するなど、町内の公共施設

等の社会資源の有効活用を図ります。 

○今後、特に支援が求められる知的障がいや精神障がいのある人の支援のための

ボランティアやＮＰＯの育成を支援します。 

9 町民、事業者、ボランティア・ＮＰＯ等の連携強化 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○社会福祉協議会の「矢巾町ボランティアセンター」を核とし、町民、事業者、

ボランティア、ＮＰＯなどの連携体制を強化し、障がい者の生活支援につなが

る多様な地域福祉活動を推進します。 

○ボランティアに関する相談や研修機会の充実などボランティアセンターとして

社会福祉協議会の育成機能やコーディネート機能の充実を促進します。 

10 住民団体の養成 福祉課 

 

健康長寿課 

 

社会福祉協議会 

○拡大する福祉サービスの需要に対応するため、相互扶助を行っている住民団体

の先進事例を参考にし、住民団体の養成に努めていきます。 

11 障がいのある人のボランティア活動（ピア・サポート活動）の参加促進 

福祉課 

 

社会福祉協議会 
○障がいのある人自らが、同じ立場から障がいのある人を支援するボランティア

活動（ピア・サポート活動）を支援します。 
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第 6章 保健・医療の推進  
施策目標１ 精神保健・医療の適切な提供等 

【施策の方針】 

心の健康や精神障がいに対する理解が十分とは言い難く、本人も打ち明けることに抵抗感

があるなど、早期対応、早期治療に結びつかない現状があるため、精神的健康の保持・増進

から相談・対応に至るまでの精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進

します。 

また、国が推進している自殺対策を踏まえ、うつ予防支援をはじめ、職域保健や多重債務

問題への対応等を総合的に推進します。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

1 精神保健医療に関する情報や制度等の周知 

福祉課 
○本人及び家族が望ましい医療機関を選択できるよう、精神医療に関する情報提供

を行います。 

○自立支援医療（精神通院医療）制度や精神障害者保健福祉手帳制度等について、

啓発・広報により利用の促進を図ります。 

2 精神疾患等の予防と早期発見・早期治療の促進 

福祉課 

 

健康長寿課 

 

学校教育課 

○心の健康増進やストレス対策として、地域における精神保健相談、訪問指導、

心の健康づくり講座や健康教育を行い、精神疾患等の予防に努めます。 

○医療機関や保健所等と連携し、精神保健相談や訪問相談を行い、精神疾患等の

早期発見・早期治療及び日常生活の支援に努めます。 

○地域や職域と連携し、心の健康に関する情報提供や個別相談の周知を図り、心

の健康づくりを推進します。 

○学校、教育委員会、岩手県精神保健福祉センター及び県央保健所等の関係機関

との連携のもと、相談やカウンセリング機会の充実を図り、子どもの心の健康

づくりを支援します。 

３ 精神疾患等に対する総合的な支援体制の充実 

福祉課 

○関係機関と連携し、精神障がい者に対する相談・訪問指導などの充実を図ります。 

○相談からサービス提供までの総合的な支援体制の充実を図るために、障がい者地

域生活支援センター等と連携を強化し個別支援の充実に努めます。 

また、町地域包括支援センターとの連携を図るほか、圏域の市町村の理解と協力

を得ながら、必要な施策の整備に努めます。 
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

４ 障がい福祉サービスの提供と地域生活支援事業等の推進 

福祉課 ○精神障がい者の自立や社会参加、地域への円滑な移行・定着が進むよう、本人

や家族の生活を支援する障害者自立支援制度の充実に努めます。 

5 地域包括ケアシステムの構築 

健康長寿課 

 

福祉課 

○精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、「精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステム」の整備に努めま

す。 

○保健、医療、福祉関係者による協議の場において関係機関と連携を図るなど、

多職種からの専門的な意見を基に、精神障がい者への地域移行に向けた支援や

地域で安心した暮らしができるための在り方を検討していきます。                           
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施策目標 2 保健・医療の充実等 

【施策の方針】 

障がいのある人が、障がいの程度を軽減して自立生活を促進するため、障がいの特性に合

った適切な医療やリハビリテーションが提供できる地域医療体制の充実に努めます。 

また、近年の医療技術の進歩等を背景に NICU 等に長期間入院した後、引き続き人工呼吸

器、胃ろうを使用、痰の吸引や経管栄養等の医療的ケアが必要な障がい児が全国的に増加し

ています。 

本町においては、平成 30年 1月に岩手県立療育センターが、令和元年 9月には岩手医科

大学附属病院が移転したことから、医療、福祉にかかわる障がい児・者の相談も増加傾向に

あり、保健、医療、福祉、教育など関係機関との連携をより一層強化します。   
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 生活習慣病予防対策の推進 

健康長寿課 ○健康の保持・増進や疾病の予防のため、若年期からの生活習慣病予防対策を充

実するなど、ライフステージに応じた生活習慣病予防対策を推進します。 

２ 医療体制の充実 

福祉課 

 

健康長寿課 

 

盛岡消防署 

矢巾分署 

○障がい者やその家族に対し「かかりつけ医」を持つよう啓発を進めます。 

○医師会などの協力を得ながら、保健・医療・福祉の各分野が連携し、相談・治

療の一貫した医療体制の充実を図ります。 

○在宅医療体制の構築に向け、訪問診療や訪問看護など円滑な利用のために、関

係機関との連絡・調整を図ります。 

○事故や急病などに対応するため、盛岡南消防署矢巾分署と連携し、救急医療体

制の強化を図ります。 

〇県、二次保健医療圏内市町、医師会と連携をし、必要な救急医療体制の確保に

努めます。 

３ 自立支援医療費の支給 

福祉課 ○障害者総合支援法に基づく自立支援医療費の支給を行います。 

○医療機関と連携しながら、自立支援医療制度の周知を図ります。 

４ 医療費給付制度の充実 

健康長寿課 ○障がい者に対する医療費助成制度の充実を図り、障がい者や家族の負担を軽減

します。 
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

５ リハビリテーション体制の充実 

健康長寿課 

 

福祉課 

○各リハビリテーションセンターと連携し、介護予防が必要な高齢者の生活の自

立と社会参加、仲間づくりを促進する総合的なリハビリテーションの体制をつ

くります。 

○医療機関や介護保険事業所との調整を図り、精神通院医療該当者や在宅の重度

障がい者に対して、通所による入浴・給食・日常動作訓練などのサービスの支

給決定や事業委託等を検討します。 

６ 在宅療養生活の支援 

福祉課 
 

健康長寿課 

○障がい及びその原因となる疾患の発見から、早期治療、リハビリテーション、

福祉サービス、介護サービスへと適切に支援するための関係機関や福祉の連携

強化に努めます。 

○在宅での療養生活を支援するための保健、医療、福祉にわたる総合的なサービ

ス調整や医療機関との連携を強化します。 

7 医療的ケア児等に対する支援体制の構築 

福祉課 〇医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、協議の場を設置し、

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置を促進し、支援体制の充実を

図ります。                    
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施策目標３ 難病に関する保健・医療施策の推進 

【施策の方針】 

難病の方への対応は保健所が中心ですが、町の福祉課窓口でも、保健師・社会福祉士等な

どがその専門性を生かし、相談・支援に努めます。今後は、疾病や症状の特性ごとに対応で

きる医療機関等の情報の収集・整理や情報提供の充実を図るなど、支援の充実に努めます。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 難病相談体制の充実 

福祉課 
○保健所等と連携し、難病患者に対する相談・訪問指導などを実施します。 

２ 難病患者保健福祉事業の推進 

福祉課 ○難病患者の自立と社会参加を推進するため、本人や家族の生活を支援する保健

福祉制度の拡大に努めます。 

３ 在宅の難病患者等に対する支援 

福祉課 
○保健・医療・福祉の連携強化による訪問指導などのきめ細やかな支援体制を整

備します。在宅での療養生活を続ける難病患者などの生活支援のための居宅生

活支援事業（ホームヘルプサービス）や短期入所事業、日常生活用具の給付を

継続します。               
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施策目標 4 障がいの原因となる疾病等の予防・治療 

【施策の方針】 

妊娠中から産後、就学前までの継続した健康診査や歯科健診、保健指導により健康の保持・

増進を図るとともに、様々な機会を通して子どもの心身の成長・発達の確認に努めます。 

保健・医療・福祉・保育・教育の連携を密にし、疾病や障がいの早期発見に努め、適切な

治療・早期療養が行えるライフステージに応じた切れ目のない支援体制の充実を図ります。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 母子保健事業の展開 

福祉課 
 

健康長寿課 
 

子ども課 

〇矢巾町子ども子育て支援事業計画に基づき子育て環境を整え、母子保健の推進

に協力します。 

○医療機関・保健所・岩手県福祉総合相談センターなどとの連携のもと、相談・

支援の充実を図ります。 

 〇関係機関と連携し、子どもの事故防止のため情報提供や普及啓発に取り組みま

す。 

２ 障がいの早期発見 

福祉課 

 

健康長寿課 

 

学校教育課 

 

子ども課 

〇妊産婦健診、乳幼児健診や育児相談、家庭訪問などの機会を通して、子供の成

長、発達のフォローをします。 

○健診未受診児への個別訪問を行い、発達確認と相談を行います。 

〇乳児や幼児、児童等が利用している教育・保育施設の連携により、早期の障が

い発見に努めます。 

３ 早期療育・支援体制の充実 

福祉課 

 

健康長寿課 

 

学校教育課 

 

子ども課 

○早期療育のための保健、医療、福祉、学校等の連携を強化します。 

○県や事業所等専門機関との連携により、乳幼児期における成長発達等、育児不

安に対する相談体制の充実を図ります。 

○発達状態に応じた個別相談や関係機関への紹介、就学に向けた相談等、ライフ

ステージに応じた切れ目のないきめ細やかな対応を図ります。 
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

４ 心身障がい児地域療育システムづくり 
福祉課 

 

健康長寿課 

 
学校教育課 

 
子ども課 

○地域社会のみんなで心身障がい児を理解して支えていくため、医療機関、保健

所、岩手県福祉総合相談センター、保育施設、学校、各地区自治会組織との連

携を図り、地域療育システムの構築に努めます。 

○本町の療育支援ネットワークとして、保育所等との連携による障がい児保育を

強化し、療育支援体制の充実に努めます。 

５ 健康診断と保健指導の推進 

健康長寿課 

○自治会や医師会と連携のもと、特定健診・がん検診の受診を推進し、必要な方

に生活習慣病予防のための保健指導を推進します。なお、疾病の早期発見、早

期治療により、障がいの予防と軽減に努めます。 

○保健推進員・食生活改善推進員などの地域の団体、保健所、医師会など関係機

関と連携を図り、各種健康診査後の相談・指導体制の充実に努めます。                    
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第 7章 行政等における配慮の充実  
施策目標１ 行政機関等における配慮及び障がい者理解の促進 

【施策の方針】 

障害者差別解消法に基づき、行政機関の窓口等における障がい者への配慮を徹底するとと

もに、行政情報の提供等にあたっては、アクセシビリティへの配慮に努めます。 

障がい者がその権利を円滑に行使できるよう、選挙等において必要な環境整備や障がいの

特性に応じた合理的配慮の提供を行います。 
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

1 選挙の投票における障がい者への配慮 

選挙管理委員会 

事務局 

○誰もが安全かつ安心して投票できるよう、ソフト・ハードの両面から投票環境

の向上に努めます。 

○自己による判断が難しい場合、自らの意思に基づき円滑に投票できるよう、適

切な支援に努めます。  
○指定病院や郵便等における不在者投票の適切な実施を図り、投票所での投票が

困難な障がい者の投票機会の確保に努めます。 

２ 職員等に対する障がい者に関する理解促進 
総務課 

 

福祉課 

 

関係課 

○理解の促進が必要な障がいや、外見からは分かりにくい障がいの特性、複合的

に困難な状況に置かれた障がい者に求められる配慮等を含めて必要な研修を実

施し、窓口等における障がい者への配慮の徹底を一体的に取り組みます。           
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第 8章 雇用・就労、経済的自立の支援  
施策目標 1 総合的な就労支援 

【施策の方針】 

障がい者の職業訓練のほか、障がい福祉サービスの就労移行支援や就労継続支援、ジョブ

コーチなど、必要なサービスや支援制度の利用促進を図り、個々の障がい者の適性に応じて

能力を十分発揮できるよう、一般就労へ向けた支援や就労定着支援に努めます。 

※ジョブコーチ：障がい者の職場への適応を促進するため、直接的・専門的な支援を行う者 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

1 障がい者への雇用情報の提供  

産業観光課 

 

福祉課 

○公共職業安定所や町内事業所等との連携のもと、最新の雇用情報を障がい者に

提供できる体制づくりに努めます。 

２ 総合的な就労相談体制の確立 

福祉課 ○盛岡広域圏障害者自立支援協議会及び矢巾町障害者自立支援協議会を核とし

た、就労への一貫した支援と総合的な相談支援の体制の確立に努めます。 

３ 障がい者の職業能力の開発・育成 

福祉課 

 

産業観光課 

○障がい者のための職業訓練に関する情報提供に努め、「障害者訓練校」や「地域

障害者職業センター」などへの入校を支援します。 

○事業所と連携しながら、就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ型の利用を通じた

職業訓練により、一般就労へつながる支援を推進します。 

４ 障がい福祉サービス等の活用 

福祉課 
○関係事業所との連携により、就労移行支援や就労継続支援、職親委託制度など

の障がい福祉サービス及び地域生活支援事業の充実と利用促進を図ります。 

○就労移行事業所等を利用し、一般就労した場合、就労定着支援により職場定着

を推進します。 

５ ジョブコーチの活用 

福祉課 ○県や関係事業所との連携により、ジョブコーチの活用促進を図り、障がい者の

就労の定着を支援します。 
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

６ 障がい者の働きやすい就労環境づくりの促進 

福祉課 

 

産業観光課 

○短時間勤務、フレックス制度等に対する企業・雇用主への理解を求め、障がい

者に無理のない就労環境の構築に向け啓発していきます。 

○就労先で偏見や差別的対応を受けることなく、安心して働くことができるよう、

障がい者の職場の上司、同僚等に対する障がい者理解の啓発に努めます。 

7 農福連携の推進 
福祉課 

 

産業観光課 
○関係機関との連携による町内の農業者と障がい者就農支援事業所をつなぐ取り

組みを通じて、農業分野での障がい者の就労支援を推進します。 
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施策目標 2 経済的な自立の支援 

【施策の方針】 

障がい者の社会生活の安定を図り、自立や社会参加を促進するためには、経済的な基盤づ

くりが重要です。このため各種年金や手当制度の充実・普及を図ります。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 経済支援のための制度等の周知 企画財政課 

 

税務課 

 

福祉課 

 

健康長寿課 

 

社会福祉協議会 

○年金制度や福祉制度について、『広報やはば』や、社会福祉協議会の広報紙な

どを活用し、周知を図ります。 

〇各制度を紹介している『障がい者福祉ガイドブック』を発行、配布するととも

に町ホームページに掲載し、障がい者等が福祉制度を有効に活用できるよう努

めます。 

○住民税の控除や自動車税・自動車取得税・軽自動車税の減免など、バス運賃、

タクシー料金、有料道路通行料金などの各種割引、減免制度の周知・普及に努

めます。 

２ 心身障害者扶養共済制度等の加入支援 

福祉課 
○障がい者の保護者が死亡または重度障がい者になった時に、障がい者が年金を

受けられる心身障害者扶養共済制度の周知を図ります。また、民間の制度も含

め、障がい者のための年金制度を把握し、当事者が利用しやすいよう情報提供

等の支援を行います。 

３ 年金・手当などの充実に向けた働きかけ 

福祉課 

 

関係課 

○障害基礎年金・障害厚生年金の増額など、制度の充実を国や県に要望していき

ます。また、各種手当・資金の貸付制度を継続して行い、対象者の利用拡大を

促進します。 

○各種租税制度の軽減・免税措置の確立を国や県に要望していきます。 

４ 生活福祉資金貸付の推進 

社会福祉協議会 ○身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた人の属す

る世帯に生活福祉資金の貸付けを行います。  
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施策目標 3 障がい者雇用の促進 

【施策の方針】 

障がい者が、その適性や能力に応じて可能な限り希望する就労が実現するように、適切な

雇用情報の提供を図るほか、事業所やハローワークなど関係機関との連携により、その人の

適性に合った職種の開拓・開発に努め、障がい者の働く機会の拡充を図ります。 
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 雇用促進のための啓発広報活動 

福祉課 

 

産業観光課 

○公共職業安定所など関係機関と連携し、障がい者雇用を促進する各種助成制度

の周知徹底を図り、企業に障がい者雇用の理解と協力を求めます。 

○「障害者の雇用の促進等に関する法律」に係る法定雇用率を順守するよう、企

業へ働きかけます。 

○ハローワークをはじめ雇用関係機関と協力し、障がい者雇用に関わる各種助成

制度等の啓発・広報に努めます。 

○在宅就業障害者支援制度（在宅就業障がい者に仕事を発注する事業主に対する

特例調整金・特例報奨金の支給）の啓発・広報を行い、障がい者の多様な就業

形態の確保を図ります。 

２ 関係機関との連携による就業支援 
福祉課 

 

産業観光課 

 

社会福祉協議会 

○公共職業安定所、岩手県障害者職業センター、盛岡広域圏障害者就業・生活支

援センター、岩手県福祉人材センターなどと連携し、障がい者職業相談事業を

行います。 

○特別支援学校卒業後の進路相談の充実を図ります。 

３ 障がい者就業・生活支援センター等との連携強化 

福祉課 

 

産業観光課 

○盛岡広域圏障害者就業・生活支援センターをはじめ、各関係機関・施設等との

連携を強化し、障がい者の雇用につながる情報交換やネットワークの構築に努

めます。 

４ 人材バンク制度の活用 
福祉課 

 

産業観光課 
○公共職業安定所との連携のもとに、障がい者を人材バンク制度に登録し、その

能力を活用する機会の創出を図ります。  
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番号 施 策・事 業 名 

担当部署等 
内      容 

5 公的職業訓練機関の利用促進 

福祉課 

 

産業観光課 

○障がい者の適性に応じた職業的訓練の充実を図り、一般の公共職業訓練施設・

身体障害者訓練校・身体障害者リハビリテーションセンターなどの紹介等を行

います。 

6 民間企業の職業訓練の利用促進 
福祉課 

 

産業観光課 
○民間企業が行う企業内の職業能力開発、職場適応訓練などを支援するとともに、

障がい者の利用促進を図ります。 

7 新たな就業の場の開拓 
福祉課 

 

産業観光課 
○商工会、関係機関との連携のもと、町内企業等に対し、個別の障がい者の特性

に応じた職種・業務の新設と積極的な雇用を働きかけていきます。  
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施策目標 4 福祉的就労の底上げ 

【施策の方針】 

民間企業における就労が困難な障がい者にとって、障害者総合支援法に基づく就労移行支援

事業所、就労継続支援Ａ・Ｂ型事業所は、働く場や訓練を受ける場として重要な役割を果たし

ています。就労継続支援Ａ・Ｂ型などのサービス提供を中心に、福祉的就労の場の確保と就労

環境の充実に努めます。 
【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

1 障がい福祉サービスの提供体制の充実 

福祉課 ○日中活動の場を確保するため、障がい福祉サービスの就労移行支援事業及び就

労継続支援事業等のサービス提供基盤の充実に努めます。 

2 地域活動支援センター事業の推進 

福祉課 
○近隣市町の地域活動支援センター等と連携して日中活動の場を確保し、障がい

者の地域活動支援センター事業の利用を支援します。 

○退院可能な精神障がい者などの地域移行支援サービスの基盤は整備途上である

ことから、地域活動支援センターⅡ型の設置を検討します。 

３ 福祉的就労を担う施設への支援 

福祉課 ○障がい福祉サービス事業所だけでなく、体験事業所なども含め、福祉的就労を

担う事業所・組織等の活動を支援します。 

４ 企業の障がい者理解の促進 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○身体障害者協議会、あすなろ会（精神障がい者家族会）、やまゆり（精神保健ボ

ランティア）、どんぐりの会（精神障がい者当事者の会）、矢巾町手をつなぐ親

の会（知的障がい（児）者の親の会）の運営を支援し、活動の拡大を図ります。 

○企業就労に比べると福祉的就労による工賃収入は低いことから、各方面に工賃

向上に向けた働きかけを行います。 

５ 障がい者施設等の受注機会・販売機会等の拡大 

福祉課 

 

関係課 

○町において随意契約可能な物品や役務の受注については、「矢巾町障がい者就労

施設等優先調達方針」に基づき、障がい者就労施設等からの物品等の調達推進

を図ります。 

○障がい者が製作した作品の販売や出店などの計画・活動を支援するとともに、

製作商品の販路及び市場の拡大が図られるよう努めます。   
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第 9章 教育の振興  
施策目標１ インクルーシブ教育システムの推進 

【施策の方針】 

障がいの有無にかかわらず、可能な限り共に教育を受けることができる仕組みを構築する

とともに、障がいに対する理解を深めるための取り組みを推進します。 

また、ＬＤ（学習障がい）やＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）、広汎性発達障害などの障

がいも増えていることから、学校等におけるきめ細やかな対応や支援の充実を図ります。 

※インクルーシブ教育システム：人間の多様性の尊重等の強化、障がい者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達

させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組み 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 特別支援教育の推進 

学校教育課 

○障がいのある子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じて適切な教育的支援を行

います。 

○特別支援教育支援員を配置し、通常の学級に在籍する LDや ADHD、広汎性発

達障害などの発達障がいにより特別な教育的支援が必要な子どもに対する支援

を行います。 

○特別支援学級の指導の充実を図り、特別支援諸学校などとの連携のもと、障が

いのある子どもの個々の実態に応じた弾力的な教育を実施します。 

２ 教職員、保育士の研究・研修機会の拡充、連携体制の構築 
福祉課 

 

学校教育課 

 

子ども課 

○学校教育と保育・幼児教育、療育の一貫性を確保するために、情報交流の充実

を図り、教職員、保育士の研究・研修機会を拡充し、指導内容の向上と教育・

療育相談内容の充実を図ります。 

○教育・保育・療育に携わる教員や職員等の声を日頃から聞ける場を作り、情報

交換や交流を深めることにより問題を共有し、連携体制の構築を図ります。 

３ ライフステージに応じた切れ目のない支援 福祉課 

 

健康長寿課 

 

学校教育課 

 

子ども課 

○就学前から卒業後まで切れ目のない支援を受けられるよう、成長記録や指導内

容等に関する情報を関係機関で共有・活用するため、保護者の参画を得ながら、

関係機関の連携の下、適切な支援を実施します。 

○障がいの早期発見、適切な支援につなげるため、保健・福祉等との連携の下、

健康診断等の結果を踏まえ、早期からの教育相談・支援体制の充実を図ります。 

４ 学校外の活動場所の確保 福祉課 

子ども課 

社会福祉協議会 
○学校や教育委員会等との連携を図り、放課後児童クラブ事業における障がい児

の受け入れなど、放課後や長期休業時の障がい児の活動の場の確保に努めます。 
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施策目標 2 教育環境の整備 

【施策の方針】 

障がいの有無にかかわらず、一人の人間としてその能力を最大限に伸ばしていくために、

一人ひとりの個性や特性など教育的ニーズに応じた教育内容や支援体制の充実に努めるなど

教育環境の整備を図ります。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 学校施設の整備 

学校教育課 
○障がいのある子どもにやさしい環境づくりのため、学校施設において、バリア

フリー化を推進するとともに、誰にでも対応するユニバーサルデザインを取り

入れ、障がいの有無や体格等にかかわらない施設整備を促進し、就学機会の確

保に努めます。 

２ 特別支援学校との連携 

福祉課 

 

学校教育課 

○町内小中学校における特別支援教育の体制強化や障がいのある子どもの支援強

化のため、特別支援学校等と連携し、障がいに対する理解や特別支援教育に係

る専門性を深める取り組みを推進します。 

○特別支援学校に在籍する児童生徒と町内小中学校の児童生徒との交流及び共同

学習を行い、地域とのつながりを持ち、互いに支え合いながら共に学び合い経

験を広め、多様性を尊重する心を育みます。 

３ 読書環境の整備 

学校教育課 

 

文化スポーツ課 
○矢巾町立図書センター、学校図書館において、障がいのある子どもにやさしい

読書環境の整備に努めます。           
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第 10章 文化芸術・スポーツ等の振興  
施策目標 1 文化芸術活動の支援、余暇・レクリエーション活動等の充実 

【施策の方針】 

障がい者が地域の中で自己実現を図りながら心豊かな生活を送ることができるよう、仲間

づくりや多くの人との交流を通して生活のゆとりやうるおいを高めるため、生涯学習の機会

の充実やスポーツ・レクリエーション活動の促進を図ります。 

【主要な施策】 

番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

１ 生涯学習機会の充実 

福祉課 

 

文化スポーツ課 

○障がい者がいつまでも学習を続けられるよう、関係機関と連携を図り、指導者

の育成・確保など、生涯学習環境と機会の充実に努めます。 

○講座や教室の場では、必要に応じ手話通訳や要約筆記を行うなど、障がい者の

学習支援に努めます。 

２ 障がい者が参加しやすいスポーツの普及・促進 

福祉課 

 

文化スポーツ課 

○より多くの障がい者がスポーツに親しめるよう、障がい者が取り組みやすいス

ポーツを紹介し、その普及を図ります。 

○ボランティア等の協力を求めながら、指導員の確保や障がい者自らの意思で自

由に参加できるサークル活動等の在り方を検討していきます。 

３ 各種スポーツ大会への参加促進 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

 

文化スポーツ課 

○国や県、地区で実施する各種スポーツ大会に積極的に参加できるよう情報を提

供し、参加を促進します。 

○誰もがスポーツに親しむことができるよう障がいがある人もない人も参加でき

る体制の充実を図ります。 

○地域生活支援事業の移動支援事業などを通じて、町内外へのスポーツ活動への

参加を支援します。 

４ 公共スポーツ・文化施設の整備 
産業観光課 

道路住宅課 

文化スポーツ課 
○障がい者が手軽に公共のスポーツ・文化施設などを利用できるよう、施設・設

備のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン化を推進します。    
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番号 施 策・事 業 名 
担当部署等 

内      容 

５ 福祉ふれあいレクリエーションなどの推進 

福祉課 

 

社会福祉協議会 

○障がい者が各種の行事に参加して、楽しむことができるよう、また、障がい者

団体や福祉団体、ＮＰＯ団体の連携や親睦を図るため、福祉ふれあいの場やレ

クリエーションなどを開催し、障がいのある人のニーズに対応した社会的活動

の参加促進を図ります。 

６ 文化活動の推進 

福祉課 

 

健康長寿課 

 

学校教育課 

 

文化スポーツ課 

○障がい者が手芸や絵画、写真などの作品や作業訓練等による製品を通して、自

己の個性や存在をアピールできるよう、福祉芸術展やイベント等において展示

の場の確保を進めます。 

○各種の地域行事に障がい者の参加を促進するため、要望に応じて手話通訳者を

派遣するなど、参加しやすい環境づくりに努めます。 

○各種イベント等について、障がい者自身が企画、立案するなど主体的に参画で

きるような機会や体制づくりを支援します。 

○小中学校等の子どもたちと障がいのある芸術家等を招き、交流する場をもつな

ど文化芸術活動の機会の充実に努めます。                      
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★ 障がい者プラン成果目標 ★ 

指 標 令和元年度実績 
第 6期計画目標値 

（令和 3～５年度） 

①福祉タクシー事業の実施 
（地域生活支援事業 ※町単独事業） 

203人 230人 

所管 福祉課 

②移動支援事業の実施（地域生活支援事業） 
7人 

161時間 
10人 

210時間 
所管 福祉課 

③視覚障がい者等への「声の広報」 
年 12回 

対象者 3人 

年 12回 
対象者 3人 

所管 社会福祉協議会 

④障がい児保育 
8名 

町内全保育園・認定こど

も園で対応 

随時受付 所管 子ども課 

⑤教育支援委員会（就学指導及び教育相談） 
年 ３回 年 ３回 

所管 学校教育課 

⑥ことばの教室（言語訓練） 
就学児童 １か所 

幼  児 １か所 

就学児童 １か所 
幼  児 １か所 

所管 学校教育課 

⑦「やはばのふくし」の発行 
年 ４回 年 ４回 

所管 社会福祉協議会 

⑧「ふれあい広場」等における障がい者団体・施
設等の活動紹介 

年 2回 年 2回 

所管 社会福祉協議会 

⑨福祉ボランティア団体の育成 
15団体 18団体 

所管 社会福祉協議会 

⑩関係団体地域交流会 
（身体障害者協議会、手をつなぐ親の会等の交流会） 

年 3回 年 3回 

所管 社会福祉協議会 

⑪乳幼児健康診査 のびのび baby教室 88.1％ 

１歳６か月健診  100% 

２歳児キッズ教室   95% 

３歳児健診  100% 

のびのび baby教室  80％ 

１歳６か月健診  100% 

２歳児キッズ教室   95% 

３歳児健診  100% 所管 健康長寿課 

⑫乳児委託健康診査 
受診率 100％ 受診率 100％ 

所管 健康長寿課  
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指 標 令和元年度実績 
第６期計画目標値 

（令和 3～５年度） 

⑬育児不安を持つ母親への支援事業 
開設数 3か所 開設数 3か所 

所管 子ども課 

⑭新生児・乳児訪問 
実施率 100％ 実施率 100％ 

所管 健康長寿課・子ども課 

⑮養育支援訪問事業の件数 
（第６期からの指標） 

150人 150人 

所管 子ども課 

⑯健康診査と保健師等による訪問指導 
特定健診 54.3％ 

成人訪問 272回/年 

特定健診 60％ 

成人訪問 300回/年 
所管 健康長寿課 

⑰必要な医療についての支援及び 
心の悩み相談の充実 

5回 

8人/年 

※随時相談…実人数 64人 

延べ 238人 

定例５回 
10人/年間 

所管 福祉課 

⑱精神障害者家族会への支援（あすなろ会） 
会員  7人 

活動 30回 

会員   7人 
活動 30回 

所管 福祉課 

⑲精神障害者当事者会への支援 
（どんぐりの会） 会員 13人 

活動 10回 

会員 15人 
活動 15回 

所管 福祉課 

⑳精神保健ボランティア育成 
（やまゆりの会） 

会員 22人 

活動 26回 

延べ 239人/年 

会員 25人 
活動 30回 

所管 福祉課 

㉑難病対策相談 
保健所と連携し、 

随時相談を実施 

保健所と連携し、 
随時相談を実施 

所管 福祉課 

㉒重度障がい者等交流事業 
1回 1回 

所管 社会福祉協議会 

㉓福祉施設からの一般就労への移行 
4人 6人 

所管 福祉課 

㉔就労移行支援事業の利用者数 
9人 12人 

所管 福祉課 

㉕「矢巾町障がい者福祉ガイドブック」の 
発行・配布 実施 

新規障害者手帳取得者 

及び障がい福祉サービス

受給者へ配布 所管 福祉課 
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第１章 障がい福祉計画の策定にあたって 
１ サービス等の体系 

 

障がい者及び障がい児を総合的に支援するサービスの全体像は次のとおりです。 

 

【 障がい福祉サービス等の体系図 】                                     
 

 

障害者総合支援法に基づき、障がい者それぞれに必要な支援の程度や勘案すべき事項を踏まえた

「障がい福祉サービス」の提供、市町村の創意工夫により利用者の方々の状況に応じた「地域生活支

援事業」の柔軟な実施、「自立支援医療」・「補装具」の支給が行われます。 

また、障がい児に対しては、「児童福祉法に基づくサービス」が提供されます。 

訓練等給付 

・自立訓練（機能訓練） 

・自立訓練（生活訓練） 

・就労移行支援 

・就労継続支援Ａ型 

・就労継続支援Ｂ型 

・就労定着支援 

・自立生活援助 

・共同生活援助（グループホーム） 

自立支援医療 

・更生医療 

・育成医療 

・精神通院医療 ※実施は都道府県等 

補装具 

・補装具費の支給 

地域生活支援事業 

・相談支援事業       ・移動支援事業 

・成年後見制度利用支援事業 ・意思疎通支援事業 

・日常生活用具給付等事業   

・地域活動支援センター事業 

・その他の日常生活又は社会生活支援など 

岩手県 

・専門性の高い相談支援事業 ・指導者の育成事業など 

町を支援 

矢巾町 

相談支援 

・計画相談・地域移行支援 

・地域定着支援 

介護給付 

・居宅介護  ・重度訪問介護 

・同行援護  ・行動援護 

・重度障害者等包括支援 

・生活介護   

・療養介護 

・短期入所   

・施設入所支援 

  
・ 児童福祉法に基づくサービス 

障害児通所支援 

・児童発達支援 

・医療型児童発達支援 

・放課後等デイサービス 

・保育所等訪問支援 

・居宅訪問型児童発達支援 

障害児相談支援 

・障害児支援利用援助 

・継続障害児支援利用援助 

障害児入所支援 

・福祉型障害児入所施設 

・医療型障害児入所施設 

障
が
い
児 
・ 
障
が
い
者 自立支援給付 

（障がい福祉サービス等） 
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２ 障がい福祉サービス等の提供の考え方  
障がい福祉サービスの提供体制の確保に向けて、次の５つの視点に配慮して、数値目標を設定する

とともに、そのために必要となる指定障がい福祉サービス等の量を見込み、計画的な整備を行ってい

きます。  
 基本視点１ 訪問系サービスの充実  

障がい者一人ひとりの自己選択と自己決定を尊重し、本人の障がいの状態やニーズに応

じた適切な居宅支援が受けられるよう、訪問系サービスの充実に努めます。また、精神障

がい者に対するサービス提供の充実を図ります。 

 

 基本視点２ 日中活動系サービスの充実  

障がい者の自立に向けた就労のための訓練や職場への定着を目指す支援、あるいは介護

を受けながら社会とのつながりを持ち、様々な活動ができる日中活動の場の確保に努めま

す。 

 

 基本視点３ 地域生活移行の促進  

障がい者が住みなれた地域で安心して暮らせるよう、暮らしの場の確保を図るとともに、

居住支援や保健・医療との連携を進め、地域生活移行の促進に努めます。 

 

 基本視点４ 自己実現と社会参加の支援  

障がい者が自らの意思と意欲に基づき、就労・創作活動・交流などの様々な活動に参加

することができるよう、外出・移動や意思疎通が困難な方への支援、障がいの種別・程度・

部位に応じた必要な支援の充実を図り、障がい者の社会参加を支援します。 

 

 基本視点５ 相談支援の提供体制の強化  

サービスの利用を必要とする人で、自らサービスの利用計画を立てることが困難な方を

適切なサービスに結びつけるため、相談支援サービスの充実に努めるとともに、町自立支

援協議会との連携のもと、総合的な相談支援体制の充実を強化します。 
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３ 計画の数値目標 
 

第５期までの計画では、障がい者の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課題に

対応すべく、国・県の基本指針に準じ、令和２年度までの数値目標を設定していました。 

第６期計画では、第５期の実績を振り返り、本町の実情等を踏まえ、令和５年度末までの数値目標

を設定します。  
（１）福祉施設入所者の地域生活への移行（継続） 

施設入所者のうち、地域生活に移行する者の数値目標を設定し、障がい者の地域生活への移行の

促進に努めます。 

 

第５期実績値 

 令和 2年度（見込） 

計画値 実績値 

地域生活移行者 ３人 0人 

年度末における施設入所者数 23人 22人 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和元年度末時点での施設入所者の 6％以上が地域生活へ移行することとするとともに、これに

合わせて令和 5年度末の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者から 1.6％以上削減する

ことを基本とする。 

 令和元年度末 令和 5年度 

地域生活移行者 0人 2人 

年度末における 

施設入所者数 
23人 2２人 

 

※１ 地域生活移行者数とは、入所施設の入所者が施設を退所し、生活の拠点をグループホーム、ケアホーム、

福祉ホーム、一般住宅へ移行した者の数とします。 

 

◎国の基本方針を踏まえ、令和元年度末時点の施設入所者のうち、自立訓練などを利用し、令和５

年度末までにグループホーム、一般住宅に移行する方の数値目標を 2人と設定します。 

◎なお、障がい者施設入所者の削減数については、高齢者等の入所者の増加や入所待機している実

情を踏まえ、令和元年度末時点の施設入所者数を越えないことを目標とします。 
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（2）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築（継続）  
第５期実績値  令和２年度（見込） 

計画値 実績値 
保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置 
設置 検討 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末までに、全ての市町村ごとに保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置する。 

（市町村単独での設置が困難な場合には、複数市町村による共同設置も可） 

保健・医療・福祉関係者に

よる協議の場の設置 

令和 3年度 令和４年度 令和５年度 

検討 検討 設置 

 

 

◎協議の場の設置にあたっては、国の指針を踏まえながら、近隣市町との協議・検討を経て、令和

５年度末までに町または圏域による設置を進めます。 
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（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実（項目の見直し） 

地域生活支援拠点等は、障がい児者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、障がい児者が住 

み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、居住支援のための必要な機能を提供することを目 

的として整備を進めます。  
第５期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

地域生活支援拠点等の整備 1か所 設置に向け調整中 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶市町村又は都道府県が定める障害保健福祉圏域において、令和５年度末までに一か所以上確保 

し、その機能充実のために、年１回以上運用状況を検証、検討する。 

地域生活支援拠点等の運用

状況の検証、検討の回数 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1回 1回 1回 

 

 

 

◎国の基本指針のもとに、岩手県においても、各地域で必要とされる地域移行・地域定着に特化し

た相談支援やサービス利用調整、障がい者の地域での生活を支援する機能を集約する拠点の整備

を進めていきます。 

◎地域生活支援拠点等に求められる機能として、「相談」「緊急時の受け入れ・対応」「体験の機会・

場」「専門的人材の確保・養成」「地域の体制づくり」の５つがあります。これらの機能の整備を

進めることにより、障がい児者が住み慣れた地域で安心して生活できるように支援していきます。 

◎年１回以上、地域生活支援拠点の運用状況を検証、検討し、さらなる機能充実を目指します。 
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（4）福祉施設から一般就労への移行（継続） 

障がい者の福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて民間企業等の就労に移行する者

の数値目標を設定し、障がい者の一般就労移行の支援に努めます。 

 

第５期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

一般就労への移行者数 9人 ４人 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度中に就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者数を令和元年度実績の 1.27倍

以上とする。 

 令和元年度末 令和５年度 

一般就労への移行者数 4人 6人 

 

 

◎本町では、第５期計画期間中の令和元年度に一般就労に移行した実績は 4 人でしたが、国の

基本指針を踏まえ、令和５年度は 6人が一般就労へ移行することを目標とします。                  
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（５）就労移行支援事業の利用者数（継続） 

福祉施設から一般就労への移行を進めるための手段として、就労移行支援事業の利用者数を増や

していくことを目標とします。 

 

第５期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

就労移行支援事業の利用者数 10人 6人 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末における就労移行支援事業の利用者数を令和元年度実績の 1.3倍以上とする。 

 令和元年度末 令和５年度 

就労移行支援事業の 

利用者数 
9人 12人 

 

 

◎本町では、利用実態等を踏まえ（国の基本指針を踏まえ）、令和５年度は、第５期計画期間中の

令和元年度末の就労移行支援事業利用者数９人から 1.3 倍以上増加の 1２人が利用することを

目標とします。 
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（６）就労継続支援（Ａ型）の利用者数（新規） 

福祉施設から一般就労への移行を進めるための手段として、就労継続支援（Ａ型）の利用者数を

増やしていくことを目標とします。 

 

第５期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

就労継続支援（Ａ型）の 

利用者数 
13人 6人 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末における就労継続支援（Ａ型）の利用者数を令和元年度実績の 1.26倍以上とする。 

 令和元年度末 令和５年度 

就労継続支援（Ａ型）の 

利用者数 
７人 10人 

 

 

◎本町では、利用実態等を踏まえ（国の基本指針を踏まえ）、令和５年度は、第５期計画期間中の

令和元年度末の就労継続支援（Ａ型）の利用者数７人から 1.26倍以上増加の 10人が利用する

ことを目標とします。 
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（７）就労継続支援（Ｂ型）の利用者数（新規） 

福祉施設から一般就労への移行を進めるための手段として、就労継続支援（Ｂ型）の利用者数を

増やしていくことを目標とします。 

 

第５期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

就労継続支援（Ｂ型）の 

利用者数 
8８人 87人 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末における就労継続支援（Ｂ型）の利用者数を令和元年度実績の 1.23倍以上とする。 

 令和元年度末 令和５年度 

就労継続支援（Ｂ型）の 

利用者数 
82人 102人 

 

 

◎本町では、利用実態等を踏まえ（国の基本指針を踏まえ）、令和５年度は、第５期計画期間中の

令和元年度末の就労継続支援（Ｂ型）の利用者数 82人から 1.23倍以上増加の 102人が利用

することを目標とします。 
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（８）就労定着支援事業の利用割合（新規） 

 

 

◎本町では、国の基本指針を踏まえ、令和５年度における就労移行支援事業所等を通じて一般就労に 

移行する人数のうち７割が就労定着支援事業を利用することを目標とします。 

 

 

（９）就労定着支援事業の就労定着率（新規） 

 

 

◎本町では、国の基本指針を踏まえ、令和５年度における就労定着支援事業による就労定着率が８割 

以上の事業所を全体の７割以上とすることを目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度における就労移行支援事業所等を通じた一般就労移行者数の７割が就労定着支援事 

 業の利用者とする。 

一般就労移行者に占める 

就労定着支援事業利用者 

の割合 

令和５年度 

70％ 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度における就労定着支援事業所のうち、就労定着率８割以上の事業所が全体の７割以 

 上とする。 

就労定着率８割以上の事業

所が全体に占める割合 

令和５年度 

７0％以上 
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（10）相談支援体制の充実・強化等（新規） 

 

 

◎本町では、町自立支援協議会を中心に、障がい者団体、保健・福祉・医療関係者、学識経験者、民 

生児童委員・主任児童委員、紫波地域障がい者基幹相談支援センター、関係行政機関及び庁内の関 

係各課等と連携し相談支援体制の充実・強化に努めていきます。 

◎圏域としては、紫波地域障がい者基幹相談支援センターを中心に、紫波郡内の相談支援専門員の質 

 の向上を図るため、各種研修や事例検討等を実施し人材育成やネットワークの強化に努めていきま 

す。 

 

 

（11）障がい福祉サービス等の質の向上（新規） 

 

 

◎本町では、国の基本指針を踏まえ、県が実施する障がい福祉サービス等に係る各種研修に職員が参 

加し理解を深めることにより、障がい福祉サービス等の質を向上させるための体制構築に向けた検 

討を行います。 

  
第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的・専門的な相談支援の実施及び地 

域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保する。 

相談支援体制の充実・強化

等（町単独・圏域） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

町及び圏域で 

各１か所ずつ 

町及び圏域で 

各１か所ずつ 

町及び圏域で 

各１か所ずつ 

第６期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度までに、障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する事項を実施す 

る体制を構築する。 

障がい福祉サービス等の質

の向上のための体制構築 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実施 実施 実施 
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第２章 障がい福祉サービス等 
１ 訪問系サービス 

 

在宅生活を支援するサービスとして、「居宅介護(ホームヘルプ)」、「重度訪問介護」、「同行援護」、

「行動援護」、「重度障害者等包括支援」があります。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。  
【 サービス一覧 】 

サービス名 給付の種類 内容 対象者 

居宅介護 

(ホームヘルプ) 

自立支援給付 

(介護給付) 

自宅にヘルパーを派遣し、入浴、排泄、食事な
どの身体介護、食事の支度、居室の清掃などの
家事援助、通院などの移動介護を行うサービス
です。 

障害支援区分１ 

以上の者 

重度訪問介護 
自立支援給付 

(介護給付) 

常時介護を必要とする重度の肢体不自由障が
い者を対象に、自宅にヘルパーを派遣し、入浴、
排泄、食事などの身体介護、食事の支度、居室
の清掃などの家事援助、外出時の移動介護など
を総合的に行います。 

障害支援区分４ 

以上の者 

同行援護 
自立支援給付 

(介護給付) 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する
障がい者を対象に、外出時において、当該障が
い者に同行し、移動に必要な情報を提供すると
ともに、移動の援護など外出先において必要な
視覚的情報の支援（代筆・代読を含む。）排せ
つ・食事の介護その他外出する際に必要となる
援助を行います。 

重度の 

視覚障がい者 

 

※身体介護を伴う場
合、 

障害支援区分２ 

以上の者 

行動援護 
自立支援給付 

(介護給付) 

知的障がいや精神障がいによって常に介助を
必要とする人に、行動する際に生じる危険を回
避するために必要な援護や外出時の移動介護
などを行います。 

障害支援区分３ 

以上の者 

重度障害者等 

包括支援 

自立支援給付 

(介護給付) 

介護の必要性が著しく高い人に居宅介護をは
じめとする複数のサービスを包括的に行いま
す。 

障害支援区分６ 

の者 
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第６期計画の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第５期の 

計画値 

・ 

実績値 

  
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

・居宅介護 
22人 18人 22人 18人 22人 21人 

486時間 389時間 486時間 396時間 486時間 420時間 

・重度訪問介護 
2人 2人 2人 2人 2人 2人 

154時間 76時間 154時間 98時間 154時間 105時間 

・同行援護 
1人 1人 1人 1人 1人 0人 

32時間 15時間 32時間 11時間 32時間 0時間 

・行動援護 
0人 0人 0人 0人 0人 0人 

0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 

・重度障害者等 

包括支援 

0人 0人 0人 0人 0人 0人 

0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 0時間 

計 
25人 21人 25人 21人 25人 23人 

672時間 480時間 672時間 505時間 672時間 525時間 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

第 6期の 

見込み ・居宅介護 

・重度訪問介護 

・同行援護 

・行動援護 

・重度障害者等 

包括支援 

23人 23人 23人 

530時間 530時間 530時間 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○訪問系サービスは、障がい者の在宅生活を支える上で重要であることから、今後も、

町内及び近隣市町のサービス提供事業者を通じた必要なサービス提供体制の確保を

図るとともに、ホームヘルパーの養成などを含め、福祉関係団体とともにサービス

内容や提供方法等を検討し、利用者の希望に即した質の高いサービス提供に努めま

す。 

○重度障害者等包括支援は、現在サービスの利用はありませんが、新規参入を検討す

る事業者に対しては、サービス必要量等に関する情報提供を積極的に行い、事業者

の参入を促します。 

○施設入所者や退院可能な精神障害者の地域移行により、グループホームや単身での

地域生活を始めるにあたり、サービスの利用が円滑にできるよう配慮するとともに、

障がいの内容や程度に応じて適切なサービスが提供できるよう、それぞれの障害の

特性を理解したホームヘルパーの養成を事業所に働きかけていきます。 

○サービス提供事業者に対しては、３障がい（身体、知的、精神）や難病の個々の障

がいの特性等に留意し、利用者の意向に応える質の高いサービス提供を促します。 
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２ 日中活動系サービス 
 

日中活動を支援するサービスとして、「生活介護」、「自立訓練」、「就労移行支援」、「就労継続支

援(Ａ型)」、「就労継続支援(Ｂ型)」、「就労定着支援」、「療養介護」、「短期入所」があります。各サ

ービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。  
（１）生活介護 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（介護給付） 

常に介護を必要とする人に、主に日中、障がい者支援
施設などで食事や入浴、排泄などの介護や生活上の支
援、創作的活動や生産活動の機会を提供します。 

障害支援区分３ 

（50歳以上は区分２） 

以上の者   
第６期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

68人 61人 70人 63人 72人 69人 

1,184人日 1,182人日 1,218人日 1,228人日 1,253人日 1,290人日 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
66人 70人 74人 

1,260人日 1,335人日 1,415人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 

○サービス提供事業者に対しては、３障がい（身体、知的、精神）や難病の個々の障が

いの特性等に留意し、利用者の意向に応える質の高いサービス提供を促します。  
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（２）自立訓練（機能訓練） 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（訓練等給付） 

地域生活を営む上で必要となる身体機能・生活能力の維
持・向上のための訓練などを一定期間(18か月以内)行
います。 

一定の支援が必要な 

身体障がい者   
第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

1人 1人 1人 0人 1人 1人 

23人日 4人日 23人日 0人日 23人日 13人日 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
1人 1人 1人 

13人日 13人日 13人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 

○サービス提供事業者に対しては、個々の障がいの状況等に留意し、利用者の意向に応

える質の高いサービス提供を促します。 

○障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の十分な提供に努め

ます。 
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（３）自立訓練（生活訓練） 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（訓練等給付） 

地域生活を営む上で必要となる生活能力の維持・向上の
ための訓練などを一定期間(18か月以内)行います。 

一定の支援が必要な 

知的・精神障がい者 

  
第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

2人 3人 2人 3人 2人 2人 

46人日 68人日 46人日 45人日 46人日 33人日 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
3人 2人 2人 

44人日 39人日 35人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 

○サービス提供事業者に対しては、個々の障がいの状況等に留意し、利用者の意向に応

える質の高いサービス提供を促します。 

○障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の十分な提供に努め

ます。 
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（４）就労移行支援 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（訓練等給付） 

一定期間(24か月以内)、就労に必要な知識
及び能力の向上のために必要な訓練を行い
ます。 

一般就労を希望し、知識・能力の向
上のための必要な訓練や支援により
就労が見込まれる65歳未満の者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

8人 8人 9人 9人 10人 6人 

184人日 129人日 207人日 139人日 230人日 119人日 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
10人 11人 12人 

160人日 176人日 192人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 

○福祉施設や相談支援事業所及び就労移行支援事業所と連携を図り、就労移行支援事業

の利用促進を図ります。 

○サービス利用後の就労先の確保が必要となることから、地域自立支援協議会を核とし

ながら、ハローワークや障害者就業・生活支援センター、学校、福祉施設、民間企業

等との連携を深め、就労に関する総合的な支援を図ります。 

○障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の十分な提供に努め

ます。 
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（５）就労継続支援（A型） 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（訓練等給付） 

雇用契約に基づいた就労の機会を提供し、就労に必要
な知識及び能力の向上のための訓練を行います。 

企業等に就労することが 

困難な障がいのある者   
第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

11人 11人 12人 7人 13人 6人 

205人日 219人日 224人日 155人日 242人日 129人日 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
8人 9人 10人 

160人日 180人日 200人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 

○相談支援事業者や就労継続支援事業者との連携を図り、必要なサービスの利用につな

がるよう支援に努めます。 

○福祉施設や企業等の理解を得ながら、賃金(工賃)の向上など就労条件の改善に努めま

す。 

○地域自立支援協議会を核としながら、学校、福祉施設、民間企業等との連携を深め、

福祉的な就労に関する総合的な支援を図ります。 

○障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の十分な提供に努め

ます。 
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（６）就労継続支援（B型） 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（訓練等給付） 

就労に必要な知識及び能力の向上のため
に必要な訓練を行います。 

就労移行支援事業などを利用したが
就労に結びつかなかった者、就労し
ていて離職した者及び一定の年齢に
達しており、就労が困難な者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

88人 77人 87人 82人 88人 87人 

1,629人日 1,363人日 1,610人日 1,474人日 1,629人日 1,608人日 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
87人 95人 102人 

1,566人日 1,710人日 1,836人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 

○相談支援事業者や就労継続支援事業者との連携を図り、必要なサービスの利用につな

がるよう努めます。 

○福祉施設や企業等の理解を得ながら、賃金(工賃)の向上など就労条件の改善に努めま

す。 

○地域自立支援協議会を核としながら、学校、福祉施設、民間企業等との連携を深め、

福祉的就労に関する総合的な支援を図ります。 

○障がい者自らのサービス選択と決定を支援するため、必要な情報の十分な提供に努め

ます。 
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（７）就労定着支援 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（訓練等給付） 

相談を通じて生活面の課題を把握する
とともに、企業や関係機関等との連絡調
整やそれに伴う課題解決に向けて必要
となる支援を行います。 

就労移行支援等の利用を経て一般就
労へ移行した障がい者で、就労に伴
う環境変化により生活面の課題が生
じている者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

０人 1人 １人 3人 ２人 4人 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
4人 4人 5人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを安定的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 
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（８）療養介護 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（介護給付） 

医療と常時介護を必要とする方に、病院
などの施設で医学的管理の下に、食事や
入浴、排泄などの介護や日常生活上の相
談支援、機能訓練などを行います。 

①ＡＬＳ患者などで呼吸管理を行っ
ている障害支援区分６の者 

②筋ジストロフィー患者や重症心身
障がい者で障害支援区分５の者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

2人 2人 2人 2人 2人 4人 

61人日 61人日 61人日 61人日 61人日 122人日 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
4人 4人 4人 

122人日 122人日 122人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを安定的に提供できるよう、利用者ニーズを把握に努め、医療機関との連携

を図ります。 
 

 



第 3編 障がい福祉計画 

第 3章 地域生活支援事業 
- 114 - 

 

（９）短期入所 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（介護給付） 

介護者が病気などの理由で一時的に障がい者（児）の介護が
できない場合、施設に宿泊して入浴や排泄、食事の介護など
日常生活上の支援を行います。 

障害支援区分１ 

以上の者   
第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

 
平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

福祉型 
11人 7人 12人 8人 13人 4人 

37人日 68人日 40人日 53人日 43人日 25人日 

医療型 
7人 2人 8人 2人 9人 1人 

19人日 15人日 22人日 12人日 24人日 10人日 

第 6期の 
見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
福祉型 

7人 7人 7人 

50人日 50人日 50人日 

医療型 
2人 2人 2人 

10人日 10人日 10人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを持続的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 
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３ 居住系サービス 
 

居住を支援するサービスとして、「共同生活援助（グループホーム）」、「施設入所」、「自立生活支

援」があります。各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。  
（１）共同生活援助（グループホーム） 

サービス名 給付の種類 内容 対象者 

共同生活援助 

（グループホーム） 

自立支援給付 

(訓練等給付) 

日中は就労又は就労継続支援などの
日中活動サービスを利用している身
体障がいのある人・知的障がいのある
人・精神障がいのある人に共同生活の
場を提供し、相談や日常生活上の援助
を行います。また、利用者のニーズに
応じて食事等の介護等も行います。 

・夜間や休日、共同生活を
行う住居で相談や日常
生活上の援助を必要と
する者 

・食事や入浴などの介護が
必要な者（障害支援区分
の認定が必要です）   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

31人 34人 32人 38人 34人 40人 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
40人 44人 48人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○障がい者の地域生活への移行を促進するためには、知的障がいや精神障がいのある人

の生活の場としてグループホーム等の整備が必要になります。今後も施設入所者や精

神障がいのある人の意向を十分把握した上で、関係機関の協力を得ながら、利用者の

ニーズに応じた居住系サービスの確保を進めていきます。 
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（２）施設入所支援 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（介護給付） 

夜間に介護が必要な人や自立訓練･就労移行支援を
利用している障がいのある人で単身の生活が困難な
方、通所が困難な方に夜間の居住の場を提供し、日
常生活上の支援を行います。 

障害支援区分４ 

（50歳以上は区分３）
以上の者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

23人 24人 23人 23人 23人 22人 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
23人 22人 22人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○施設入所支援は、多くの利用者は町外施設を利用しています。こうした現状を踏まえ、

県や他市町村と連携しながら、広域的な視点から質の高いサービス提供の推進に取り

組みます。 
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（３）自立生活援助 

給付の種類 内容 対象者 

自立支援給付 

（訓練等給付） 

定期的に利用者の居宅を訪問し、状況や
課題の確認を行い、必要な助言や医療機
関等との連絡調整を行います。 

障害者支援施設やグループホーム等
を利用していた障がい者で一人暮ら
しを希望する者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

1人 0人 1人 0人 1人 0人 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
1人 1人 1人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○サービスを安定的に提供できるよう、利用者ニーズやサービス提供事業者の動向等を

把握しながら、サービス提供基盤の充実に努めます。 
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４ 相談支援     
計画的な支援を必要とする人を対象に相談支援を行います。サービスの内容と給付実績、推計値に

ついては次のとおりです。 

 

サービス名 給付の種類 内容 対象者 

計画相談支援 
計画相談支援 

給付費 

サービス等利用計画案の作成、サー
ビス事業者等との連絡調整を行い
ます。 

障がい福祉サービスまた
は地域相談支援を利用す
るすべての障がい者 

地域移行支援 
地域相談支援 

給付費 

住居の確保その他の地域における
生活に移行するための活動に関す
る相談などを行います。 

障がい者支援施設などに
入所している障がい者ま
たは精神科病院に入院し
ている精神障がい者 

地域定着支援 
地域相談支援 

給付費 

常時の連絡体制を確保し、障がいの
特性に起因して生じた緊急の事態
に相談などの対処を行います。 

居宅において単身などで
生活する障がい者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第 5期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

計画相談支援 39人 36人 40人 46人 41人 48人 

地域移行支援 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

地域定着支援 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

第 6期の 

見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
計画相談支援 47人 52人 57人 

地域移行支援 1人 1人 1人 

地域定着支援 1人 1人 1人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

▶サービスの確保に向けて 

○障がい福祉サービス等の利用者に対し、計画的な支援を提供するために、町内や近隣

市町の相談支援事業所、紫波地域障がい者基幹相談支援センターと連携し、サービス

の提供・充実を図ります。 

○支援を必要とする利用者は今後も需要の増加が見込まれ、サービスの利用調整・モニ

タリングなどの支援が提供されるよう、利用者のニーズや事業所の動向等を把握しな

がら、地域で必要とされる相談支援専門員数の確保推進を行います。 

○地域移行支援、地域定着支援は、第５期において実績がない理由として、当該サービ

スが浸透していないことが考えられ、それぞれのサービス対象となる障がい者の把握

とサービス提供体制の確保を図ります。 
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５ 自立支援医療と補装具  
（１）自立支援医療制度 

自立支援医療制度は、心身の障がいを除去・軽減するための医療（精神通院医療・更生医療・育

成医療）について、医療費の自己負担額を軽減する公費負担医療制度です。 

利用者負担は基本的には１割ですが、低所得の方だけでなく、一定の負担能力があっても継続的

に相当額の医療費負担が生じる方々にも月額負担に上限を設定するなどの負担軽減策が講じられ

ています。 

  
名称 内容 対象者 

精神通院医療 
継続的な通院を要する精神疾患の治療等
のために必要な医療費の支給を行います。 

精神疾患のため、通院による医療
を継続的に必要とする者 

更生医療 その障がいを除去・軽減する手術等の治療
によって確実に効果が期待できる人に対
して、その障がいの除去・軽減に必要な医
療費の支給を行います。 

更生相談所の判定に基づき支給認
定を受けた身体障がい者 

育成医療 

身体に障がいのある児童またはそ
のまま放置すると将来障がいを残
すと認められる疾患がある児童  

▶今後の方策 

○制度の周知のほか、障がい者一人ひとりの状況に応じた支給に努めます。    
（２）補装具費の支給 

補装具とは「身体に装着（装用）することで、身体機能を補完・代替し、日常生活や就学・就業

に、長時間にわたって継続して使用される装具のこと」で、義肢や車いすなどがあります。補装具

を必要とする身体に障がいのある人に購入・修理・借受けにかかる費用の給付を行います。 

 

 

内容 対象者 

身体に障がいのある人に、その障がいを補うための補装具の購
入・修理・借受けに要した費用を助成します。原則的には、１
割負担ですが、世帯の所得に応じて月額上限額があります。ま
た、それぞれの補装具の交付基準額を超えた額は自己負担とな
ります。 

身体障害者手帳所持者（健康保
険や労災保険、介護保険で給付
を受けることができる人を除
きます。）  

▶今後の方策 

○制度の周知のほか、障がい者一人ひとりの状況に応じた支給に努めます。 
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第３章 地域生活支援事業 
障がい者が自らの適性に応じて、自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう支援するた

めに、地域生活支援事業を実施します。 

地域生活支援事業には「理解促進研修・啓発事業」、「相談支援事業」、「成年後見制度利用支援事

業」、「意思疎通支援事業」、「日常生活用具給付事業」、「移動支援事業」、「地域活動支援センター事

業」等の「必須事業」と、市町村が任意に行うことができる「任意事業」があります。 

各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。  
１ 必須事業  
（１）理解促進研修・啓発事業 

内容 対象者 

障がい者福祉に関する関係法令等の理解促進活動及び
障がい者等に対する差別や偏見が生じないよう町民等
の意識の高揚を図る啓発活動を行います。 

次のいずれかに該当する個人又は団体。 

・町内に住所を有すること 

・町内の事業所等に在籍し、勤務していること 

・町内の学校等に在学していること   
第 6期の見込量と確保方策 

  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

有 有 有 有 有 有 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
有 有 有 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○地域の住民等を対象に、障がいや障がいのある人に対する理解を深めるための研修会

やイベントを開催します。 
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（２）自発的活動支援事業 

内容 対象者 

障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営むこ
とができるよう、障がい者やその家族、地域住民等に
よる地域における自発的な取り組みを支援することに
より、共生社会の実現を図ります。 

町内の障がい者やその家族、地域住民など   
第 6期の見込量と確保方策 

  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

有 無 有 無 有 無 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
有 有 有 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○障がい者やその家族、地域住民が自発的に行う活動の支援を図ります。 
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（３）相談支援事業 

内容 対象者 

障がいのある人の自立した日常生活、社会生活を営むこ
とを目的に福祉サービスの利用援助、権利擁護のために
必要な援助を行います。 

サービスを利用するすべての障がい者   
第 6期の見込量と確保方策 

  

第 5期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

基幹相談支援センター 有 有 有 有 有 有 

市町村相談支援機能 

強化事業 
有 有 有 有 有 有 

住宅入居等支援事業 有 有 有 有 有 有 

第 6期の 

見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
基幹相談支援 

センター 
有 有 有 

市町村相談支援機能 

強化事業 
有 有 有 

住宅入居等支援事業 有 有 有 
※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○平成 29年度に設置した基幹相談支援センターを中心に、地域に密着した総合的な相

談支援を更に強化していきます。 

○専門的な人材の配置等を図る相談支援機能強化事業については、平成 29年度に設置

した基幹相談支援センターへの配置を継続していきます。 

○住宅入居等支援事業の対象者である「賃貸契約による一般住宅への入居を希望してい

るが、保証人がいない等の理由により入居が困難な障がい者」への対応が必要な場合

は、基幹相談支援センターが窓口となり、不動産業者に対する住宅の斡旋依頼、入居

手続きの支援等を行います。 
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（４）成年後見制度利用支援事業 

内容 対象者 

成年後見制度の利用が必要と認められる障がい者に
対し、成年後見制度の利用を支援することにより、
その障がい者の権利擁護を図ります。 

成年後見制度を利用することが有用であると
認められる障がい者で成年後見制度の利用に
要する経費について、補助を受けなければ成
年後見制度の利用が困難と認められる者  

第 6期の見込量と確保方策 

 （１年当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

1人 0人 1人 0人 1人 0人 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
1人 1人 1人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○第５期においては、利用実績はありませんでしたが、成年後見制度による保護・援助

が必要と認められる知的障がいのある人または精神障がいのある人やその家族に対

して、同制度の利用支援に取り組み、権利擁護を図ります。 

○成年後見制度の利用について、必要となる経費の全てまたは一部について補助を行い

ます。  
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（５）成年後見制度法人後見支援事業 

内容 対象者 

成年後見制度における業務を適正に行うことができる法
人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活
用も含めた法人後見の活動を支援することで、障がい者の
権利擁護を図ります。 

成年後見制度を利用することが有用で
あると認められる障がい者で、法人等に
よる成年後見等の利用が必要であると
認められる者   

第 6期の見込量と確保方策 

   

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

有 無 有 無 有 無 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
有 有 有 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団体に対する研修などを

行います。 

○法人後見活動の安定的な実施のための組織体制や専門職による支援体制の構築など

を図ります。 

○町内の社会福祉法人に対し、事業実施に向けた働きかけを行います。 
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（６）意思疎通支援事業 

事業名 内容 対象者 

手話通訳者・ 

要約筆記者派遣事業 聴覚及び音声又は言語機能に障がい
のある人の依頼に応じて、手話通訳者
及び要約筆記者の派遣を行います。 

視覚、聴覚及び音声又は
言語機能の障がい者 

手話通訳者設置事業 

入院時コミュニケーション事業 

病院又は診療所に入院する障がい者
等と医療従事者とのコミュニケーシ
ョンの仲介及びこれに伴う見守り支
援を行います。 

病院又は診療所に入院
している障害支援区分
が6の者及びこれに準ず
る者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１年当たり）  

第 5期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

手話通訳者 

要約筆記者派遣事業 
2人 0人 2人 0人 2人 2人 

手話通訳設置事業 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

入院時コミュニケ

ーション事業 
0人 0人 1人 0人 1人 0人 

第 6期の 

見込み 

 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
手話通訳者・ 

要約筆記者派遣事業 
2人 2人 2人 

手話通訳設置事業 0人 0人 0人 

入院時コミュニケ

ーション事業 
1人 1人 1人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○手話通訳者及び要約筆記奉仕員の派遣については、引き続き岩手県立視聴覚障がい者

情報センターに委託することにより、サービスの確保を図ります。 

○第５期では、手話通訳者派遣の利用者が 2 人ありましたが、潜在的な利用希望者が

さらにいること考えられることから、対象者の把握と利用促進に努めます。 

○本町においては、手話通訳者等の人材の恒常的な配置は難しいことから、派遣事業を

通じた意思疎通のためのサービス確保を図ることとし、計画期間においては他市町村

との連携を図りながら、サービスの確保に努めます。 

○入院時コミュニケーション事業は、医療機関及び事業所と連携し、サービスの確保に

努めます。    
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（７）日常生活用具給付等事業 

用具種別 内容例 対象者 

介護・訓練支援用具 
特殊寝台や特殊マットなどの身体介護を支援する用具や、障

がい児が訓練に用いる椅子 

在宅の 

身体障がい者
又は 

最重度の 

知的障がい者 

自立生活支援用具 
入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置など、障がいの

ある人の入浴、食事、移動などを支援する用具 

在宅療養等支援用具 
酸素ボンベ運搬車や電動式たん吸引器、盲人用体温計など在

宅療養を支援する用具 

情報・意思疎通支援用具 
点字器や人工喉頭、聴覚障がい者用情報受信装置など情報収

集や情報伝達、意思疎通などを支援する用具 

排泄管理支援用具 ストマ装具など排泄管理を支援する用具 

居宅生活動作補助用具 

(住宅改修費) 

居宅における円滑な生活動作などを図るために小規模な住宅

改修を行う際の費用の一部を助成  
第 6期の見込量と確保方策 

 （１年当たり）  

第 5期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

介護・訓練支援用具 3件 0件 3件 9件 3件 2件 

自立生活支援用具 2件 5件 2件 8件 2件 2件 

在宅療養等支援用具 7件 7件 7件 2件 7件 12件 

情報・意思疎通支援用具 3件 5件 3件 3件 3件 2件 

排泄管理支援用具 150 168件 155件 164件 160件 170件 

居宅生活動作補助用具 
（住宅改修費） 

 1件 1件 1件 3件 1件 2件 

第 6期の 

見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
介護・訓練支援用具 3件 3件 3件 

自立生活支援用具 2件 2件 2件 

在宅療養等支援用具 7件 7件 7件 

情報・意思疎通支援用具 3件 3件 3件 

排泄管理支援用具 160件 165件 170件 

居宅生活動作補助用具
(住宅改修費) 1件 1件 1件 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○重度の障がい者等に対し、日常生活用具を給付又は貸与し、日常生活の便宜を図りま

す。日常生活用具給付の決定、給付品目の選定は、実情に合わせて適正な運用を図り

ます。 

○日常生活用具の必要な障がい者へ事業内容の周知を図るとともに、用具がスムーズに

提供できるよう、事業者をはじめ各方面の関係者に働きかけ、サービス提供の確保に

努めます。  



第 3編 障がい福祉計画 

第 3章 地域生活支援事業 
- 127 - 

（８）手話奉仕員養成研修事業 

内容 対象者 

意思疎通を図ることに支障がある障がい者等の自立した日常生活又は社会生
活を営むことができるよう、手話で日常会話を行うのに必要な手話言語を習得
した者を養成します。 

手話言語の習得を
希望する町民   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１年当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

8人 

（講習修了者） 

6人 

（講習修了者） 

10人 

（講習修了者） 

6人 

（講習修了者） 

10人 

（講習修了者） 

0人 

（新型コロナ

のため中止） 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
6人 

（講習修了者） 

10人 

（講習修了者） 10人 

（講習修了者） 
※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○県や岩手県聴覚障害者協会、社会福祉協議会などの関係団体等との連携のもと、手話

奉仕員養成講座を開催し、本町において意思疎通支援の担い手となる人材の育成に取

り組みます。   
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（９）移動支援事業 

内容 対象者 

屋外での移動に困難がある障がいのある人に対し､地域での自立
生活及び社会参加を促すことを目的に、外出のための支援を行い
ます。 

障がいによって単独での移動が
困難である障がい者   

第 6期の見込量と確保方策 

 （１年当たり）  

第 5期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

8人 8人 9人 7人 10人 8人 

170時間 131時間 189時間 159時間 210時間 170時間 

第 6期の 
見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
8人 9人 10人 

170時間 190時間 210時間 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○屋外での移動が困難で支援の必要がある障がい者に対して、地域における自立生活及

び社会参加の促進を図ることを目的に、外出のための個別支援を行います。 

○今後も引き続き、町内や近隣市町の事業者を通じたサービス提供体制を確保し、社会

生活上不可欠な外出の支援を円滑に行うことで、障がい者の地域における自立した生

活や余暇活動などへの社会参加を促進していきます。 
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（10）地域活動支援センター 

類型 内容 
対象者 

規 模 

Ⅰ型 

専門職員(精神保健福祉士など)を配置し、医療・福祉や地域
の社会基盤との調整、地域におけるボランティアの育成、障
がいに対する理解促進に係る普及啓発などを行います。 

・精神障がい者 

・利用人員20人以上 

Ⅱ型 
地域での就労が困難な在宅の障がいのある人に、機能訓練、
社会適応訓練、入浴などのサービスを行います。 

・18歳以上の障がい者 

・利用人員20人以上 

Ⅲ型 
創作的活動又は生産活動の機会を提供するとともに、社会と
の交流の促進を図り、地域の実情に応じた支援を行います。 

・障がい者 

・利用人員10人以上   
第 6期の見込量と確保方策 

 （１年当たり）  

第 5期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

町 内 
0か所 0か所 0か所 0か所 1か所 0か所 

0人 0人 0人 0人 6人 0人 

町 外 
1か所 １か所 1か所 １か所 1か所 1か所 

1人 １人 1人 １人 1人 0人 

第 6期の 

見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
町内センター 

利用 

0か所 0か所 1か所 

0人 0人 2人 

町外センター 

利用 

1か所 1か所 1か所 

1人 1人 1人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○Ⅰ型については、盛岡広域圏域では 1 か所、盛岡市にあり、盛岡広域８市町の委託

事業により運営しています。創作的活動や生産活動の機会の提供や、社会との交流促

進等の便宜を図ることを通じて、障がい者の地域生活を支援しています。 

○また、平成 24年度からは地域活動支援センターの職員の派遣のもと、町主催で精神

障害者向けの講座を開催しています。 

○Ⅱ型について、本町では近隣市町の状況、利用者の動向や要望、事業所等の意向を踏

まえ、地域活動支援センターⅡ型の設置を検討します。 
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２ 任意事業  
サービス名 内容 対象者 

日中一時支援事業 

在宅障がい児者を一時的に預かることで、
日中活動の場を提供し、家族の一時的な介
護負担の軽減を図ります。 

日中に監護する者がいな
いため、一時的に見守り等
の支援が必要な障がい児
者 

点字・声の広報等発行事業 

視覚、聴覚及び言語に障がいのある人への
情報提供・社会参加促進を支援するため、
点字、声の広報などを発行します。 

視覚、聴覚及び音声又は言
語機能の障がい者 

自動車免許取得費補助事業 

障がいのある人の就労等の社会参加を促進
するため、自動車運転免許を取得する場合
に補助金を交付します。 

障害者手帳の交付を受け
ている者であって、運転免
許の取得により、就労等の
社会参加の促進が見込ま
れる者 

自動車改造費補助事業 

障がいのある人の社会復帰の促進を図るた
め、障がいのある人が自ら運転することが
できるように自動車を改造する場合に補助
金を交付します。 

身体障害者手帳の交付を
受けている者であって、就
労などに伴い自ら運転す
る自動車の一部を改造す
る者 

訪問入浴サービス事業 

※１ 

自宅及び通所先での入浴が困難な重度の障
がい児者に対し、入浴車による訪問入浴サ
ービスを提供します。 

自宅及び通所先での入浴
が困難な重度の障がい児
者 

医療的ケア児・者等在宅レ
スパイト事業        ※２ 

在宅の医療的ケア児・者に対し、訪問看護
師が自宅に出向き、一定時間家族の代わり
に医療的ケアを行うことで家族の一時休息
（レスパイト）やリフレッシュを図ります。 

在宅の医療的ケア児・者及
びその家族等 

※１…令和２年度から実施している事業 

※２…令和３年度から実施を見込む事業             
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第 6期の見込量と確保方策 

 （１年当たり）  

第 5期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

日中一時支援事業 
50人 50人 55人 42人 60人 45人 

3,300回 2,503回 3,630回 2,397回 3,960回 2,200回 

点字・声の広報等発行事業 12回 12回 12回 12回 12回 12回 

自動車免許取得費補助事業 1件 ０件 1件 0件 1件 1件 

自動車改造費補助事業 2件 2件 2件 1件 2件 1件 

訪問入浴サービス事業 令和 2年度から実施 1人 － 

医療的ケア児・者等在宅レス

パイト事業 
令和 3年度から実施見込み 

第 6期の 

見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
日中一時支援事業 

50人 55人 60人 

2,500回 2,830回 3,160回 

点字・声の広報等発行事業 12回 12回 12回 

自動車免許取得費補助事業 1件 1件 1件 

自動車改造費補助事業 2件 2件 2件 

訪問入浴サービス事業 1人 2人 2人 

医療的ケア児・者等在宅レス

パイト事業 
2件 3件 4件 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値     

▶サービスの確保に向けて 

○日中一時支援を、社会福祉法人等に委託することによりサービス提供を確保します。 

○点字・声の広報等発行事業は、現在、声の広報を町社会福祉協議会がボランティア活

動として実施していることから、社会福祉協議会と連携を図り、引き続き事業を実施

します。文字による情報入手が困難な障がいがある方等のために、点訳、音訳その他

ご本人に分かりやすい方法により、県や町の広報、視覚障がい者等障がい者関係事業

の紹介、生活情報、その他地域生活をする上で必要度の高い情報などを選択し、定期

的に必要な方に提供します。 

○自動車免許の取得により社会参加が見込まれる障がい者に免許取得に要した費用の

一部を補助します。 

○自ら自動車を運転する身体障害者手帳所持者で、所有または取得する自動車を改造す

る場合、所得制限の条件を満たす場合に費用の一部を補助します。 

○訪問入浴サービス事業は、地域における重度障がいがある方の生活を支援するため、

今後も事業所と連携し、サービス提供を確保します。 

○医療的ケア児・者等在宅レスパイト事業は、在宅の医療的ケア児者の看護を行う家族の負

担軽減を図るため、訪問看護ステーションと連携し、必要なサービスを提供します。 
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第１章 障がい児福祉計画の策定にあたって 

1 計画の数値目標 

 

第 2 期計画では、障がい児及びその家族に対する支援について、国の指針に基づき、本町及び障

がい児を取り巻く環境の実情等を踏まえ、令和 5年度末までの数値目標を設定します。  
（１）児童発達支援センターの設置 

身近な地域における通所支援機能は、施設の有する専門機能を活かし、地域の障がい児やその家

族への相談、障がい児を預かる施設への援助・助言を合わせて行うなどの支援を行うため、児童発

達支援センターの設置を進めます。 

 

第１期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

児童発達支援センターの設置 １か所 未設置 

第 2期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和5年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1カ所以上設置すること（市

町村単独での設置が困難な場合は圏域での設置も可）。 

 令和元年度末 令和 5年度 

児童発達支援センターの 

設置 
未設置 １か所 

 

 

◎国の基本方針を踏まえ、近隣市町との協議・検討を経て、令和５年度末までに町または圏域によ

る設置を進めます。 
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（2）保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

保育所等を訪問し、集団生活適応のための専門的な支援等を行うため、保育所等訪問支援のを利用

できる体制の構築に努めます。 

 

第１期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

保育所等訪問支援を利用で

きる体制の構築 
設置 設置 

第 2期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築するこ

と。 

保育所等訪問支援を利用 

できる体制の構築 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

体制強化 体制強化 体制強化 

 

◎国の基本方針を踏まえ、令和５年度末までに体制の強化を進めます。 
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（３）重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業

所の確保 

重症心身障がい児及びその家族を支援するため、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事

業所及び放課後等デイサービス事業所の確保に努めます。 

 

第１期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

重症心身障がい児を支援する児

童発達支援事業所及び放課後デ

イサービス事業所の確保 

１か所 ５か所 

第 2期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保すること（重症心身障がい児の支援におい

て、市町村単独での確保が困難な場合には、圏域でも可）。 

重症心身障がい児を支援 

する児童発達支援事業所 

及び放課後等デイサービス

事業所の確保 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

５か所 ６か所 ７か所 

 

 

◎国の基本方針を踏まえ、圏域での協議・検討を経ながら、令和５年度末までに町内におけるサー

ビス提供事業所の更なる確保を目指します。 
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（4）保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場

の設置及び医療的ケア児コーディネーターの配置 

障がい児やその家族、医療的ケア児等が地域において必要な支援を円滑に受けることができるよ

う、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場の設置を進め

るととともに、医療的ケア児等に対応するためコーディネーターの配置に努めます。 

 

第１期実績値 

 令和２年度（見込） 

計画値 実績値 

保健、医療、障がい福祉、保育、

教育等の関係機関が連携を図る

ための協議の場の設置 

設置 設置 

第 2期目標値 

【国の基本方針】 

▶令和５年度末までに、医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、各都道府県、各圏域及び

市町村において、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議

の場を設置するとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置すること。 

保健、医療、障がい福祉、

保育、教育等の関係機関 

が連携を図るための協議 

の場の設置 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

設置 設置 設置 

医療的ケア児 

コーディネーターの配置 

（専門的研修受講済者数） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

配置 

（６人） 

配置 

（８人） 

配置 

（１0人） 

 

◎国の基本指針を踏まえ、町としての協議の場のあり方を検討しながら、その機能強化に努める

とともに、圏域においても協議の場の設置を進めます。 

◎医療的ケア児コーディネーターを配置するとともに、行政職員や地域の事業所職員等が中心と

なって専門的な研修を受講し、知識やスキルの向上を図ることにより医療的ケア児の支援の充

実に努めます。     
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第 2章 児童福祉法に基づく障がい児のサービス 

平成 24年４月以降、児童福祉法改正に伴い児童福祉法に根拠規定が一本化され、障がい種別に分

かれていた施設体系については、通所・入所の利用形態の別により、障害児通所支援（児童発達支援・

放課後等デイサービス・保育所等訪問支援・医療型児童発達支援）と障害児入所支援（福祉型・医療

型）に一元化されました。また、平成 30 年 4 月からは「居宅訪問型児童発達支援」が新設されま

した。各サービスの内容と給付実績、見込量については次のとおりです。  
１ 障害児通所支援  

サービス名 内容 対象者 

児童発達支援 

障がいの特性に応じ、日常生活における基本的な動

作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練

を行うほか、障がい児の家族を対象とした支援や保

育所等の障がい児を預かる施設の援助等にも対応し

ます。 

身体障がいのある児童、知

的障がいのある児童又は精

神障がいのある児童（発達

障がい児を含む） 

※手帳の有無は問わず 

放課後等 

デイサービス 

放課後や夏休み等の長期休暇中における居場所づく

りとともに、生活能力向上のための訓練、創作的活

動、作業活動、地域交流の機会の提供、余暇の提供

等を行い、自立を促進します。 

学校教育法に規定する学校

（幼稚園、大学を除く）に

就学している障がい児 

保育所等訪問支援 

保育所等を利用する障がい児が、集団生活の適応の

ための専門的な支援を必要とする場合に、当該施設

を訪問し、集団生活適応のための訓練を実施するほ

か、訪問先施設のスタッフに対し支援方法等の指導

等を行います。 

保育所や、児童が集団生活

を営む施設に通う障がい児 

医療型 

児童発達支援 

総合的な療育機能を担い、継続した集団療育と個別

療育を通して、運動障がいのある児童とそのご家族

に専門的な支援を行います。 

身体障がいのある児童、知

的障がいのある児童又は精

神障がいのある児童（発達

障がい児を含む） 

※手帳の有無は問わず 

居宅訪問型 

児童発達支援 

障がい児の居宅を訪問し、日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与等の支援を行います。 

重症心身障害児などの重度

の障がい児であって、児童

発達支援等の障害児通所支

援を受けるために外出する

ことが著しく困難な障がい

児  
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第 2期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第１期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

児童発達支援 
16人 14人 17人 11人 18人 11人 

122人日 142人日 129人日 133人日 137人日 130人日 

放課後等 

デイサービス 

61人 52人 70人 50人 72人 80人 

853人日 749人日 986人日 698人日 1,014人日 822人日 

保育所等訪問支援 
0人 0人 0人 0人 1人 0人 

0人日 0人日 0人日 0人日 2人日 0人日 

医療型 

児童発達支援 

2人 2人 2人 4人 2人 4人 

46人日 33人日 46人日 63人日 46人日 72人日 

居宅訪問型 
児童発達支援 

0人 0人 1人 0人 1人 0人 

０人日 0人日 ２人日 0人日 2人日 0人日 

第 2期の 

見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
児童発達支援 

11人 12人 12人 

134人日 135人日 136人日 

放課後等 

デイサービス 

82人 85人 88人 

850人日 880人日 910人日 

保育所等訪問支援 
2人 2人 2人 

2人日 2人日 2人日 

医療型 

児童発達支援 

4人 4人 4人 

70人日 70人日 70人日 

居宅訪問型 

児童発達支援 

0人 1人 1人 

0人日 2人日 2人日 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○関係機関との連携を図り、支援を必要とする障がい児が必要なサービスが利用できる

よう、支援体制の充実に努めます。 

○保護者等が、子どもの発達や障がいの状況などに合わせてサービスを選択できるよう、

情報提供の充実に努めます。 

○サービス提供事業者に対し、障がいの特性や障がい児支援の知識有する指導員等の確

保・養成を促し、サービスの充実を図ります。 

○重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

の確保に努めます。   
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２ 障害児入所支援  
サービス名 内容 対象者 

福祉型児童入所支援 

保護、日常生活の指導、知識技能を付与するこ

とにより、重度・重複障がいや被虐待児への対

応を図るほか、自立（地域生活移行）のための

支援を行います。 

身体障がいのある児童、知

的障がいのある児童又は精

神障がいのある児童 

※発達障がい児を含む 

医療型児童入所支援 

保護、日常生活の指導、独立自活に必要な知識

技能の付与及び治療を行うことにより、重度・

重複障がいや被虐待児への対応を図るほか、自

立（地域生活移行）のための支援を行います。 

入所等する障がい児のうち

知的障がい児、肢体不自由

児、重症心身障がい児  
第 2期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

 

第１期の 

計画値 

・ 

実績値 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

福祉型児童入所支援 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

医療型児童入所支援 1人 0人 1人 0人 1人 0人 

第 2期の 

見込み 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
福祉型児童入所支援 1人 1人 1人 

医療型児童入所支援 1人 1人 1人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

 

▶サービスの確保に向けて 

○関係機関との連携を図り、支援を必要とする障がい児が必要なサービスが利用できる

よう、支援体制の充実に努めます。 

○保護者等が、子どもの発達や障がいの状況などに合わせてサービスを選択できるよう、

情報提供の充実に努めます。    
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３ 障害児相談支援  
内容 対象者 

障害児通所支援を申請した障がい児について、サービス等利

用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直

し（モニタリング）を行った場合、障害児相談支援給付費を

支給します。 

障害児通所支援を申請した障がい児であ

って、町が障害児支援利用計画案の提出

を求めた者  
第 2期の見込量と確保方策 

 （１か月当たり）  

第１期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

13人 15人 13人 19人 14人 26人 

第 2期の 

見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
23人 29人 35人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

▶サービスの確保に向けて 

○障がい児の自立した生活を支え、障がい児の抱える課題の解決や適切なサービス利用

にあたり、ケアマネジメントを図ることによりきめ細かく支援するため、障がい児通

所支援を利用するすべての障がい児に対し、障がい児支援利用計画を作成します。 

○支援を必要とする利用者は今後も需要の増加が見込まれ、利用者のニーズや事業所の

動向等を把握しながら、地域で必要とされる相談支援専門員数の確保に努めます。 
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4 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置  
内容 対象者 

医療的ケア児が必要とする多分野にまたがる支援の利用を

調整するコーディネーターを配置し、医療的ケア児の支援を

行います。 

医療的ケア児（経管栄養、痰吸引などが

必要な児童）  
第 2期の見込量と確保方策 

   

第１期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

検討 ０ 検討 ０ 配置 ０ 

第 2期の 

見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
配置 配置 配置 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

▶サービスの確保に向けて 

○医療的ケア児支援のため関連分野の支援を総合的に調整するコーディネーターを配

置し、医療的ケア児の支援の充実に努めます。 
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５ ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の支援体制の確保  
内容 対象者 

ペアレントプログラムやペアレントトレーニングを通して、

障がいの有無に関わらず、子どもの特性を理解した対応を身

につけることにより、子育ての悩みを解消することを目指し

保護者の支援を行います。 

発達障がい等のある子どもの保護者、育

児に不安のある保護者など  
第 2期の見込量と確保方策 

   

第１期の 

計画値・実績値 

平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 

－ １０人 － 未実施 － ６人 

第 2期の 

見込み 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
10人 10人 10人 

※令和 2年度の実績は令和 2年 12月末時点の見込値 

▶サービスの確保に向けて 

○障がい児支援に携わる保育士や支援員等がペアレントプログラムやペアレントトレ

ーニングを通して、発達障がいのある子どもの保護者や育児に不安を抱える保護者に

対して、子どもの特性を理解した対応方法の相談・助言等の支援の充実に努めます。 
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１ 矢巾町障害者自立支援協議会設置要綱 
 

（設置） 

第１ 障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）の保健、医療、福祉（以下「障

害保健福祉等」という。）に関し、障害者等が安心して生涯を過ごせる地域社会を確

立するため、町内での相談支援事業をはじめとする障害保健福祉等に関する仕組みや

障害者等の地域での自立・多様な就労等を支援する方策を検討する場として、矢巾町

障害者自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２ 協議会の所掌事項は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１） 矢巾町における相談支援体制の整備・充実強化に関すること。 

（２） 矢巾町障害者計画、矢巾町障害福祉計画及び矢巾町障害児福祉計画の具体化

に向けた協議、評価及び見直しに関すること。 

（３） 障害保健福祉等の専門分野ごとの支援方策に関すること。 

（４） その他協議会において検討が必要とされたこと。 

（組織） 

第３ 協議会は、委員 17 人以内をもって組織し、委員は別表に掲げる関係団体等から

町長が任命する。 

２ 委員の任期は３年とする。ただし、欠員が生じた場合における委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４ 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長

がその職務を代理する。 

（会議） 

第５ 会議は、必要に応じて会長が招集する。 

（作業部会の設置） 

第６ 第２に規定された所掌事項の効率的推進を図るため作業部会を設置する。 
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２ 作業部会の構成部会員は、事務局において選任し、協議会の承認の後、会長から作

業部会員を委嘱する。 

３ 作業部会員の任期は、第３第２項の規定を準用する。 

（部会長及び副部会長） 

第７ 作業部会に部会長及び副部会長１人を置く。 

２ 部会長は、福祉課長をもってあて、副部会長は部会長が指名するものとする。 

３ 作業部会は、部会長が招集し、主宰する。 

（庶務） 

第８ 協議会及び作業部会の庶務は、福祉課において処理する。ただし、障害者相談支

援事業を委託している相談支援事業者に事務の一部を委託することができる。 

（補則） 

第９ この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、町長が別に定

める。 

附 則 

この告示は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成19年４月１日告示第94号） 

この告示は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月４日告示第21号） 

この告示は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月31日告示第34号） 

この告示は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月25日告示第29号） 

この告示は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月30日告示第62号） 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年２月18日告示第22号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 
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別表（第３関係） 

関係団体等 

医師代表者 

盛岡広域振興局 

矢巾町商工会 

紫波警察署矢巾交番 

盛岡南消防署矢巾分署 

矢巾町社会福祉協議会 

障害者自立支援相談支援事業所専門員 

福祉施設の代表者 

知的障害者相談員 

身体障害者相談員 

精神障害者家族会 

知的障害者家族会 

身体障害者協議会 

知識経験者 

児童福祉施設の代表者 

教育機関の代表者 
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２ 矢巾町障害者自立支援協議会委員名簿 
（委嘱期間 令和２年４月１日～令和５年３月 31日まで） 

 
関係団体名 氏 名 備 考 

1 
社会福祉法人新生会 

医療型障害児入所施設 みちのく療育園 施設長 
伊 東 宗 行 

医師代表者 

（協議会会長） 

2 盛岡広域振興局保健福祉環境部福祉課 課長 平 賀   晃 
盛岡広域振興局保健福祉環

境部福祉課課長 

3 矢巾町商工会 事務局長 山 本  良 司 矢巾町商工会 

4 紫波警察署矢巾交番 所長 小 原 修 二 紫波警察署矢巾交番 

5 盛岡南消防署 矢巾分署 分署長 水 本    誠 盛岡南消防署矢巾分署 

6 
社会福祉法人 矢巾町社会福祉協議会 

事務局長 
佐 藤  由 子 矢巾町社会福祉協議会 

7 

社会福祉法人新生会 

紫波地域障がい者基幹相談支援センター 所長 

田 代 拓 之 
障害者自立支援相談支援事

業所専門員 

8 
社会福祉法人いちご会  

障がい者相談支援事業所「百万石」 所長 
門 馬 経 一 

障害者自立支援相談支援事

業所専門員 

9 
社会福祉法人新生会 

障害者支援施設 新生園 施設長 
稲 邊 宜 彦 福祉施設の代表者 

10 矢巾町知的障害者相談員 平 澤 幸 子 知的障害者相談員 

11 矢巾町身体障害者相談員 前 澤 清 武 身体障害者相談員 

12 矢巾町あすなろ会 会長 千  惠 子 精神障害者家族会 

13 矢巾町手をつなぐ親の会 会長 
平 澤 幸 子 

（再掲） 
知的障害者家族会 

14 矢巾町身体障害者協議会 会長 廣 田 直 吉 身体障害者協議会 

15 矢巾町民生児童委員協議会 会長 山 下 由美子 知識経験者・協議会副会長 

16 

社会福祉法人いちご会  

放課後等デイサービスセンター「いちご園」 

管理者 

垣 本 隆 史 児童福祉施設の代表者 

17 矢巾町校長会 小笠原 安 和 教育機関の代表者 
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３ 矢巾町障害者自立支援協議会作業部会名簿 
（令和３年３月現在） 

  関係団体名 氏 名 

1 
社会福祉法人新生会  

障害者地域生活支援センター しんせい 

吉 田 清 久 

（副部会長） 

2 社会福祉法人いちご会 障がい者相談支援事業所「百万石」  菅 原    拓 

3 
社会福祉法人新生会  

障害者支援施設 第二新生園 
菅 原 滋 輝 

4 
社会福祉法人新生会  

医療型障害児入所施設 みちのく療育園  
山 田  英 子 

5 社会福祉法人新生会 あさあけの園 中 村 純 一 

6 特定非営利活動法人 ふる里福祉会 阿 部  睦 美 

7 株式会社ニチイ学館 ニチイケアセンター矢巾  田 中  裕 也 

8 株式会社フォレスト百万石 フォレストファーム 吉 田  有 希 

9 社会福祉法人いちご会 フォレストハウス矢巾 小田中 小百合 

10 
特定非営利活動法人ムーヴメント 

放課後等デイサービス事業所 とくたんひがし 
藤 村 ゆみ子 

11 
社会福祉法人 いちご会 

放課後等デイサービスセンター「第２いちご園」 
浅 沼 純 子 

12 矢巾町地域包括支援センター 遠 藤 聖 義 

13 社会福祉法人 矢巾町社会福祉協議会 小  松   晃 

14 矢巾町保育協議会 笹 森 吉 子 

15 矢巾町健康長寿課 小 原 朋 子 

16 矢巾町教育委員会事務局子ども課 遠 藤 訓 子 

17 矢巾町教育委員会事務局学校教育課 村 上  純 弥 

18 矢巾町福祉課 
浅 沼 圭 美 

（部会長） 
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４ 矢巾町障がい者プラン・障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の策定経過 
 

日 程 内 容 

令和 2年 6月 19日 第 1回矢巾町障害者自立支援協議会 

 

※アンケート調査内容の確認 

※計画の概要説明 

※スケジュールの提示 

※作業部会設置について 

令和 2年 9月 4日 アンケート調査実施  ※9月 18日〆切 

 

【アンケート対象者】各障害者手帳保持者         1,130名 

             障がい児サービス受給者証保持者  70名 

             一    般                 300名 

令和 2年 9月～11月 アンケート調査結果取りまとめ 

  ※福祉課で作業 

令和 2年 11月 13日 第 2回矢巾町障害者自立支援協議会 

  ※作業部会員の任命 

令和 2年 12月 17日 第 1回作業部会 

  

※計画骨子の提案 

※計画の素案協議 

※作業部会の班編成について 

令和 2年 12月 18日 目標値、サービス見込量等を試算し、中間報告として県に提出。 

令和 3年 1月 20日 第 2回作業部会（班ごと） 

  ※第 6期障がい者プラン等の素案協議 

令和 3年 2月 9日 第 3回作業部会（全体） 

  ※第 6期障がい者プラン等の最終案協議 

令和 3年 2月 15日 【パブリックコメント】 開始  ※ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、福祉係窓口において周知。 

令和 3年 3月 16日 【パブリックコメント】 終了 

令和 3年 3月 12日 計画書に係る県の意見聴取 

  ※町⇒振興局へ素案の提出。後日、振興局⇒市町村へ意見回答。 

令和 3年 3月 25日 第 3回矢巾町障害者自立支援協議会 

  ※作業部会で協議した内容等について報告及び承認。 

令和 3年 3月下旬 
第 6期障がい者プラン・障がい福祉計画及び第 2期障がい児福祉計画の 

印刷開始 

令和 3年 4月 
第 6期障がい者プラン・障がい福祉計画及び第 2期障がい児福祉計画の 

公表  



 
矢巾町福祉のまち宣言 

 

 私たちは、幸せで心豊かな地域社会を築くために、町民一人ひとりが生きがいをもち、互いに手を

とりあいながら、健康でやさしさと思いやりに満ちた福祉のまちにすることを誓います。 

 

１、福
ふ

祉
くし

の心をはぐくみ、視野を広げることに努めます。 

１、暮
く

らしの中に、いたわりあうボランティア活動をすすめます。 

１、生
し

涯
ょうがい

にわたり、生きる喜びをみんなで分かちあいます。 

１、伸
の

びのびと、健康でぬくもりのある環境をめざします。 

１、町
まち

を愛し、人を愛する心を親から子へ伝えていきます。 

 

平成７年 11月 17日制定        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６期矢巾町障がい者プラン・障がい福祉計画 

及び第２期障がい児福祉計画 

～ 障がいのある人もない人も、地域社会で共に暮らす社会づくり ～ 

 

令和３年 3月  
発 行 矢巾町 

編 集 矢巾町福祉課 

    〒028-3692 

    岩手県紫波郡矢巾町大字南矢幅第 13地割 123番地 

    TEL 019-697-2111（代表） 

    FAX 019-697-3700 

    ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ 

    https://www.town.yahaba.iwate.jp 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


